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? ? ?
問題の所在
　国民スポーツ（Sport　for　All）という概念は，1978年11月に，ユネスコ（United　Nations
Educational　Scientific　and　Cultural　Organization）第20回総会で，全会一致で採択された「体
育・スポーツ国際憲章」（lnternational　Charter　of　Physical　Education　and　Sport）の中で鮮
明に表現されている。
　その「体育・スポーツ国際憲章」では，「スポーツをすることが，すべての人々に保障されるこ
とを確信し…」という前文を受けて，第一条では「スポーツの実践は，すべての人々にとって基本
的な権利である。」とし，続く第二条では「人間の生涯教育の不可欠の要素を構成する。」と論じて
いる。さらに第五条では「政府・公的機関…はスポーツ施設・設備・用具を用意し，最適な条件で
利用出来るように計画しなけれぽならない。」とししている。つまり，「rスポーツ』は，人間の『権
利』であるから，須らく，すべての人々が生涯にわたってこれを享受すべきであり，それを保証す
るためには，政府及び公共機関が諸方策を講じなければならない。」という考え方である。これは，
従来から支配的な「スポーツ観」である「スポーツは，自由時間と経済的ゆとりを持った人々が，
自由な意志に基づいて行うr私的』なr遊び』の要素を持つ」という概念とは根本的に異なるもの
である。
　「近代スポーツ」と呼ぽれる，従来のスポーツは，自由時間と経済的ゆとりを持った人々の行為
である，という概念規定からもわかるように，これらの自由時間や経済的ゆとりを持たない人々の
参加を不可能にするという論理的帰結を生み出す。さらに「私的な遊び」の要素を持つという概念
規定からは，時間，場所，経費の捻出は各自の責任によるという「受益者負担」論的根拠をそこに
見い出させてしまう。これらのことは，国民スポーツ（Sport　for　All）の概念が内包している論
理である，「すべての人々」の参加が「権利」として保障されるという理念と，その権利を保障す
るために，政府・公共機関・地方自治体等の責任があるという論理とは，全くパラドキシカルな関
係にあると言える。
　故に，本研究では「近代スポーツ」が，世界で最初に発生し，発展した国である「英国」におい
て，どのように「近代スポーツ」の持つ理念と実態が変化し，「国民スポーツ」という考え方が受
容されてゆき，定着していったのかを明らかにしてゆきたい。このことにより，現代社会における
「スポーツ」の意義と役割の一端を明確にし，「現代スポーツ」とは何かという視座を形成してゆ
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きたいと考えるのである。
1　英国の国民スポーツ政策の萌芽と発展
（1）英国の国民スポーツ政策の萌芽
　①　英国の国民スポーツ政策の前史
　産業革命を世界で最初に成し遂げた英国では，経済的には一大飛躍をした。しかし，その繁栄の
対極には，大きな社会的歪みを生起させた。英国の経済史研究者のE．J．ホブズボームは，「経済
の生産性という点から言えば，この社会的変化は大きな成功であった。人間の被害という点から言
えぽ，それは全く，悲劇であった。」1）と述べている。資本主義社会においては，労働力としての身
体が，早期に消耗したり摩滅したりすることは，労働の効率や，次期の賃労働の供給を妨げること
になる。こうした事態を防ぐために，「社会政策」としてさまざまな試みが行なわれることになる。
労働時間の制限，児童労働の禁止などである。英国では，1802年の「徒弟の健康並びに道徳保全に
関する法」に端を発し，1819年の改正を経て，1833年の「工場法」，1847年の10時間法などを制定し，
労働力の保全に務めるのである。この産業社会の歪みは，人間の生活や労働という面のみならず，
都市という生活環境をも破壊してゆく。この事態に着目して，英国では「都市計画」という学問領
域が，18世紀の後半から19世紀前半にかけて発達していった。また，1840年に都市の保健・衛生
に関する法律が決められたのを手始めに，1846年にはf風呂と浴場法」（Baths　and　Washhouses
Act）が，さらにユ875年には「公衆衛生法（Public　Health　Act）が制定され，1890年，1920年，
1936年と改正されていった。続いて1894年の「地方自治体法」（Local　Government　Act），1906
年の「公閉空地法」（Open　Spaces　Act）など都市の生活環境を守るための諸法律が制定されてい
った。こうした労働力の保全のための諸政策や，環境保全のための諸規制は，「国民スポーソ」と
いう視点からみれぽ，国民スポーツの社会的・経済的基礎的条件である，自由時間の獲得・経済的
ゆとり（賃銀向上）を得るということになる。さらに，スポーツ・レクリエーションの具体的な場
である，緑地，公園，プレイグラウンド，散歩道などの確保に必要な社会的環境保全のための諸政
策・諸法規の規制は，国民スポーツのための外縁を整備することになった。さらに産業社会のため
の，道路整備などといった「社会資本」の投下も国民スポーツを間接的に助長することになったの
である。
　1929年の世界恐慌を経て，1930年代の英国は深刻な経済不況に陥り，賃銀が10％もカットされる
という過激な経済政策がとられていて，失業老は，200万人とも300万人とも言われ，とくに若年労
働者の失業率が高かった。こうした状況の中では，学校を卒業をしても職を得ることの出来ない少
年，少女たちの「身体」と「精神」の堕落は2），歯止めがきかず，大きな社会問題となっていた。
こうした中で，1921年の教育法によって出来た青少年協会（Youth　Organizations）や，ボラン
タリ＿な組織であるボーイスヵウト，ボーズクラブ，Y．　M．C．　A．，　Y．W．　C．　A．などが，青少年の
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余暇問題「身体」と「こころ」の問題等を解決するために懸命の努力を続けたが，財政的問題な
どの理由により実効が上がらなかった。
　他方，1920年代から，国民の身体的レクリエーションやスポーツに対して，地道な努力を進めて
いた団体として，競技場協会（National　Playing　Fields　Association，略N．　P。　F．　A，）や，リ
ング協会（Ling　Association）3’などがあったが，国民の健康問題までをも解決する力量は，持
ち合せていなかった。さらに，女性の健康に対する関心も深まり，健康づくり運動（Keep　Fit
Movement）が盛んになり，婦人健康美容連盟（Women’s　League　of　Health　and　Beauty）が
結成された4）。このように青少年のみならず，国民のr健康」に対する懸念は増大し，重大な関心
事となっていった。
　こうした中で，時の厚生大臣ヒルトン・ヤング（Hilton　Young）は，1934年の英国医学協会
（British　Medical　Association，略B．　M．　A，）総会の席で，「身体文化は，筋肉は効果のみならず
精神的効果をも，わが国にもたらしてくれる」5）と強調し，医学専門家たちに，フィジカルレクリ
エーションやスポーツ問題に真剣に取り組んでくれるよう協力を依頼した。この依頼に答えて，
B．M．　A．を中心にした「体育委員会」（Physical　Education　Committee）の設立を決定した。こ
の委員会はB・M・A・の会長である。E．　K．フレミソグ（E．　Kayle　Fleming）を議長に，リング協
会のP．スパッフォード（P。Spafford）と，英国身体トレイニング協会（British　Association
for　Physicl　Training）の副会長でY。　M．　C．　A．の体育指導主事であるH．　E。ネイラー（H．　E．
Naylor）や，教育局体育視学官のS．　J．パーカー（S．　J．　Parker）らを委員として抱えていたので，
非常に強力で社会的にも影響力の強い組織となった。こうした人々の結合と運動は，「国民の，と
りわけ青少年のモラルや健康に関する体育思想の進歩をもたらし，身体文化や精神文化の領域にお
ける，新たな指導性を発揮」6）することになった。
　この体育委員会を母体に，リング協会と体育教師協会（National　Association　of　Organisers
and　Teacher　of　Physical　Education略N．　A．0．　P．　E）などが中心となって，国民の労働疎外，
その他の影響からくる身体と精神の不健康状況を，克服するための国家的組織作りを考え出した。
その結果誕生したのがレクリエーション的身体トレイニング中央評議会（Central　Council　of
Recreative　Physical　Training略C．　C．　R．　P．　T．）である。1935年6月18日，このC．　C．　R．　P．　T．
は王室の後援を得て設立された。
　②C．C．　R．　P．　T．の成立と身体トレイニングとレクリエーション法（Physical　Training　and
　　Recreation　Act）
　C・C・R・P・T・は，議長にアスター子爵（Viscount　Astor）を迎え，リング協会やN．　A．0．　P．　E．
と深く関わってきたコルソン女史（Miss　P．　C．　Colson）という有能なスタッフを擁して，その組
織作りを始めた。コルソン女史が，最初に留意したことは，このC．C．　R．　P．　T．が社会的に発言力
や実行力を持つものにすることであった。既成のスポーツ統括団体である，陸上競技協会（Aama－
teur　Athletic　Association略A・A・A・），クリケットクラブ（Marylebone　Cricket　Club．略
M．C．　C．），ラグビー協会（Rugby　Football　Union略R．　F．　U．）サッカー協会（Football　Asso一
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ciation略F．　A．）など有力団体をこの評議会に加盟させ，その団体の数は82に及んだ。　B．　M，　A．
がその中核的存在であったのは言うまでもないことであった。この他，健康づくり運動をしている
組織や，前述の青少年協会，教育組合（National　Union　of　Teachers）などがこの評議会に参加
し，その組織の社会的力量は，増加した。
　財政的基盤は，リング協会が240ポソド，N．A．O．　P．E，が60ポンドを拠出するという，甚だ脆
弱なものであった。後にキングジョージ記念信託（King　George　Jubilee　Trust）によって1，000
ポンドが，さらにN．P．　F．　A．から1，000ポンドが寄せられた。政府からの公的な支出は1937年2
月に教育局（Board　of　Education）から1，000ポンドが拠出されたのが最初であった7）。
　こうして形成された，C．　C．　R．　P．　T．は1935年12月に，第一回ニュースを発行し，その評議会の
基本的目的・政策を発表した。その内容は一リング協会もN．A．0．　P．　E．も気づいていたことだ
けれど，学校を卒業してしまった青少年を対象とした，身体訓練の分野で働く自主的な組織を，よ
り援助をすること。さらに，この評議会に組織されていない数千の団体の組織化を計ること。さら
に，地域社会において，身体的レクリエーションを通して，身体的・精神的健康の増進を援助する
こと。それには，種々のレクリエーション的身体活動のための施設を設置することを進展させるこ
とが必要である8’。一というものであった。続いて，1936年4月に第二回ニュースが発行された。
このニュースでは，1936年1月13日に出された「体育に関する通達1445号」に留意するように要請
している。この通達1445号の内容は一青少年の身体発達のための適切な準備を，地方の教育委員
会が行なうこと，それはこの事業に従事している自主的な団体をも含めてのことであり，それらの
事業はすでに1921年の教育法によって権威づけられていることである。また361ある地方教育委員
会の中で124の教育委員会しか身体トレイニングの指導者を持っていない9）。一というものであ
った。この通達を反復して，評議会が報道したということは，大陸で発生したファシスト勢力が，
戦争準備のための猛烈な身体トレイニソグを，しているということを察知したからに他ならない1°）。
この通達を契機に，青少年の身体トレイニングは，軍に服務する準備として考えるという色彩が強
まってゆくのである。
　1937年1月に，政府は「身体トレイニングとレクリエーション」という白書を発表した。この白
書は，既存の施設と組織の充実・拡大の方向性と，健康づくり計画の概要について述べているので
ある。この白書の特徴的なことは，当時まで考えられていた，健康づくりの対象が，青少年のみに
限定されず，広く，事務所や工場労働者といった国民全体にまで押し広げられていることである11）。
さらにこの白書の構想に基づいて，「身体トレイニングとレクリエーションのための国家評議会」
を形成することを提唱している。その後政府は，1937年3月に，L．　F．エリスを中心として「国家
健康づくり評議会」（National　Fitness　Council）を形成し，さらに1937年7月には，「身体トレ
ィニングとレクリエーション法」（Physical　Training　and　Recreation　Act）を制定するに到る
のである。この法によって，英国史上初めて地方自治体が，中央政府より，スポーツレクリ＝・一シ
ョンのための財政的援助を受けることが出来るようになった12）。C．　C．　R．　P．　T．設立当初，数千ポ
ンドの基金で始まったこの「健康づくり運動」は，その後3年間で400万ポンドを消費する一大運
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動となってくるのである。
　この運動は，「健康は勝利」「健康を勝ちとろう」などのスローガンが作成され，さらに映画，パ
ンフレットなどによって一大キャンペーンがはられた13）。この運動の・・イライトとして，1937年7
月3日に，ロンドン北西のウェンブレイスタジアムでは，「若者の祭典」（Festival　of　Youth）カミ
挙行された。この祭典には，王，王妃，エリザベス王女なども参加し，この「健康づくり運動」の
宣伝に一役を買ったのである。ドイツのヒットラー，イタリアのムッソリー二といったファシズム
拾頭の動勢をにらみながら，英国においては，このような若者の兵役準備に対して「健康つくリキ
ャンペーン」が展開されてゆくのである。こうした動きの中で，「何のための健康づくりか？」と
いう疑問が，労働党議員を中心とした中から湧きおこってくるのである14）。
　③　健康づくりキャンペーン
　失業青少年の，健全な育成・労働力の保全といった構想から始まった，この身体トレイニングと
レクリエーションのための諸政策は，国民全体に広がり，労働の生産性の向上を志向し，さらに，
来るべき戦争に備える，兵役準備のための体力づくり・健康づくり運動へと転換していった。しか
し，これらの諸政策に対して批判も生じてきた。その基本点は，「政府の財政政策は，軍事的トレ
ィニングを行なうときにのみ予算がつく，そして再軍備計画の思想と一致しているときのみ予算が
与えられている。」’5）ということである。また「健康というものは副産物である。少年たちはフット
ボールを楽しみ，少女たちはテニスを楽しむ，なぜなら彼らはスポーツそのものが好きなのだから，
それは国家的義務としてではないのである。」16）といった，児童・青少年の欲求とのかかわりで批判
するものもあった。さらにベパン議員（Mr．　Aneurin　Bevan）は，「政府は，国民大衆に，身体ト
レイニングを無理強いしている，その理由は，スポーツ施設や競技場を，提供したりするより容易
で安あがりだからである。」と主張し，「上流階級や中流階級がすでに楽しんでいる，スポーツ施設
や競技場を，庶民のために何故作らないのか？　そのほうが余程，真の意味でのレクリエーション
が供給できるのではないのか？」17）と強く政府に迫るのである。
　しかし，こうした意見にもかかわらず，政府の健康づくり予算は，地方自治体や体育専門家の中
に速やかに受け入れられてゆくのである。それまでの政府からのレクリエーション関係予算が，あ
まりにも少なすぎるという土壌にまかれた，この多額の予算は，砂に水を撒くが如く，吸いまれて
いったのである。
　1939年9月に，第二次世界大戦が勃発した。この「健康づくり運動」は，国民に等しくスポーツ
レクリエーショソを提供するための政策ではなく，安上がりな，そして戦争準備のための軍事的身
体トレイニングであると批判されたけれども，開戦と同時に，否応なく戦争に対応する「身体づく
り・健康づくり」運動になってしまうのである。
　1939年11月27日，教育局から地方教育委員会に対して通達1486号「青年の役務」（The　Service
of　Youth）が出された。この通達の内容は，「14歳～20歳までの学校を離れた青少年の，社会的・
身体的発達のための教育がなされていない。これらの事に関して，教育局が直接責任を持ち，この
事にあたる。C．　C．R．P．　T．が，レクリエーション活動などにおいて，訓練された指導性を発揮し，
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価値あるこれらの事業を維持発展させるならば，財政的援助は，得られるであろう。さらにC．C．
R．P．　T．が，地方自治体や，自主的な団体，工場などの団体とも協同して，これらの事業が出来れ
ぽ成功である。」というものであった。そして，その通達の最終結語は，従来の「r健康づくり評議
会』を止めて，「国家青年委員会」（National　Youth　Committee）を作りあげ，これを各地に形
成する。」18）であった。このように，戦争遂行の中で，政府から直接の指揮のもとで，これらのr健
康づくり」レクリエーション運動が展開されてゆくようになるのである。
　さらに1940年6月には，「兵役のための健康づくり」（Fitness　for　Service）というキャソペーン
が展開され，C．　C．　R．　P．　T．のみならず，労働眉，文部省などを含み，さらにF．　A．などまで，これ
らの運動に協力することになっていった。そのために，35，　OOO以上のフットボールやレクリ・L一シ
ョングランドが，使用されていった19）。さらに，この戦時下，工場で働く労働者の安全操業，生産
性の向上のための「健i康づくり」にも力を注ぐことになる。1940年11月には，通達1529号が出さ
れた。その通達は「青年の身体的レクリエーシ。ンと兵役」（Youth　Physical　Recreation　and
Service）と名づけられ，軍務から離れた青年の身体レクリエーションの問題などが，ここで語ら
れている2°’。このように，次第しだいに，レクリエーシ・ンが軍事目的に収敷して使われていった。
戦時下ではC．C．　R．　P．　T．に「何のための健康づくりか？」という疑問を差しはさむ余地も少なく
なっていった。
（2）身体的レクリエーション中央評議会（Central　Council　of　Physical　Recreation略C．　C．
　P．R．）の成立とその活動
　①C，C．　P．　R．の成立と1944年教育法（Butler　Act）
　猛烈な勢いで展開された「健康づくり運動」は，1944年に入り，戦局も勝利する可能性が見え始
めて，その運動も鎮静化し，新らたな未来へ向けての展望が必要となった。そのような時，スポー
ツ・レクリエーション関係者に注目されたのは，J。　F．ウォルフェンデン（J．　F，　Wolfenden）の
「戦後の若者の役務」やA．マクネイル（A．MacNair）の「教師と青年リーダー」（Teachers
and　Youth　Leaders）などの論文であった。この両方の論文とも，自由時間におけるレクリエー
ションのための施設の供給方法と，その指導者のあり方について述べたものであり，来るべき社会
における，スポーツやレクリエーションのあるべき姿を指し示す，格好な論文であった。
　1944年1月に開かれた，C．　C．　R．　P．　T．の総会で，その名称を「身体的レクリエーション中央評
議会（Central　Council　of　Physical　Recreation）と変更した。
　その組織は，P．　C．コルソン女史を指名して，新しい来たるべき時代に備えて，1944年9月，「戦
後のC．C．P．R．の事業」という報告をさせている。コルソンはこの中で（1）身体的レクリエーショ
ンを通して国際的友好連帯を促進する。〈2）工場労働者や学生・農民などを対象にした，さまざまな
身体的レクリエーションのコースを配列すること。｛3）1947年に文部省にかわって，「健康とフィッ
トネス週間」を設ける。（4）国立身体レクリエーシ。ンセンターを，この国の美しい場所に設置す
る21）。などを提案をしている。しかし文部省の返答は冷たいものであり，C．　C．　P．　R．は独自でその
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事業のための予算を作り出さなければならなかった。
　しかし，他方では，「国民スポーツ」という視点から見れば前進的側面とも思える動きが現われ
てきた。それは，1944年に制定された教育法（Butler　Act）である。この法律が，教育一般におけ
る「体育」・レクリエーションの位置を，法的にも管理方法においても，基本的な枠組を提示して
いるからである。それは，この法律の，第二章五十三節で，学校の施設やその他の適切な場所に，
体育・レクリエーションのための施設を設置することを，地方教育委員会に義務づけたことであ
る22）。
　C．C．　P．　R．は，この法律に力を得て，1944年末に，「身体的レクリエーション施設について地方
自治体への提案」という文書を作成し，r地方』のレクリエーション政策を援助するのである。
　②　国立スポーツセンターの設置と国民のレクリエーショソ
　1945年には，未来社会のレクリエーションの発展を視野に入れて，キャンプリーダーの養成を，
ボーイスカウトなどの協力を得て始め，「組織化されたキャンプ」を，文部省の後援を得て出版し
ていった。さらに1946年には，文部省などからの予算は，限られた額であったが，C．　C．　P．　R．は，
講習会の謝費や，出版物の販売などの浄財の中から，ビシャムアベイ（Bisham　Abbey）に初めて
国立レクリエーシ。ンセンターを建設するのである。このレクリエーションセンターは，ロンドン
からも近い，バークシャー州のビシャムのテムズ河畔の古い貴族の館を利用したもので，国民の憩
いの場として，さらに各スポーツ団体の格好な合宿の場となっている。こうしたC．C．P．R．の地
道な努力の中から，国立スポーツ振興基金（National　Sport　Development　Fund略N．　S．　D．　F．）
が創設された。N．S．D．F．は，当初100，000ポンドを目標にこの運動に着手したが思うにまかせず，
1947～1948年度で集めた基金は，11，394ポンドに過ぎなかった23’。こうした状況の中で，C．　C．　P．　R．
は，自前で資金を調達しながら，その国民スポーツ振興の長い道程を歩みつづけるのである。
　1948年には，ロンドンでオリソピックゲームが開催され，国民の中にスポーツへの関心を喚起す
ることが出来たものの，数多くの運動場が食糧生産の畑になっていたり，住居用に使われたりして
いて，国民的スポーツ・レクリエーションの充分な発展には，ほど遠いものがあった。C．　C．　P．　R．
は，こうした現状の中でも，スポーツやレクリエーショソ活動の社会的意義や，その方法の研究の
ために，N。　P．　F．　A．と協力して「レクリエーションレビュー」を発刊した。さらに，1949年には，
C．C．　P．　R．自身の季刊誌「身体的レクリエーション」（Physical　Recreation）（後に改題して，「ス
ポーツとレクリエーション」）を発行していった。これらの事業によって，国民の中に，スポーツ・
レクリエーションの意義を啓蒙してゆこうとするのである。
　1945年より実施をしてきた，キャンプの講習などの，サマースクールは好評で，その後毎年開催
された。1946年にはダートフォードカレッヂ（Dartford　College），1947年にはカーネギカレッ
ヂ（Carnegie　College　of　Physical　Education），1948年には，セントアンドリュース大学（St．
Andrews　Univ．）と，体育教育で著名な大学を舞i台に，サマースクールを開き，多数の講習履修
者を産み出していった。またC．C．P，R．は，その活動によって，社会的にも認知され，「健康教育
中央評議会」をはじめとし，数多くの国家的委員会のメンバーに推挙されていくのであった。
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　1948年になって政府は，こうしたC．C．　P．　R．活動や，ホブハウス報告を受けて「国立公園中央
委員会」（Central　National　Parks　Committee）を創設をさせ，さらに1949年には「公園と郊外
へのアクセス法」（Park　and　Access　to　Countryside　Act）を制定し，国民の健全なレジャー行
動，とりわけスポーツとレクリエーションの促進を計るようにした。　　　　　　　・
　③　ウォルフェンデン委員会（Wolfenden　Committee）の結成にむけて
　C．C．　P．　R．は，地道な講習会の開催，啓蒙のための書籍，パンフレットの発行，といった事業と
同時に，国立レクリエーションセンターの設立，などといった世間の注目を浴びるような事業など
を，混在させながら，その事業を継続してゆくのである。がしかし，1937年の「若者の祭典」とか，
1948年の「若者とスポーツの国民祭典」（National　Festival　of　Youth　and　Sport）などのイベ
ントがのもたらした，スポーツ・レクリエーションへの国民の関心を増大させる効果をも，充分に
理解をしていた。そこでC．C．　P．　R．は，1951年5月～8月にかけて，「英国の祭典」（The　Festival
of　Britain）を開催し，国民のスポーツへの関心を呼びおこし，終戦以後の英国の復興を誇示する
と同時に，国民の志気を高めることに務めた。特にC．C．　P．　Rは，マスコミとくにテレビの持つ影
響力を重視し，これらのイベントをテレビ放映し，国民のスポーツへの関心を促した。このイベン
トは，100万をこす人々がテレビを通して観戦した24）。こうしたイベントと並行して，C．　C，　P．　R．
は，国民のレクリエーションセンター作りの努力を続け，1951年にリレシャル・ホールに（Lilleshall
Hall），また山岳レクリエーションの基地として，北ウェールズのプラス・イ・ブレニン（Plas　y
Brenin）に国立のスポーツセンターを建設した。これらのセンターは，国民，とくに若者達のスポ
ーツ活動にとって有意義なものとなっていった。しかし，一連の経済不況の中で，1951年から54年
までの，国民スポーツ関係予算は，ほぼ横這いであり，抜本的な国民レクリエーション政策を展開
するには，あまりにも乏しい財政であった25’。
　このような状況の中で，1956年にバーミソガム大学の体育教育スタッフによって「スポーツの世
界における英国」（Britain　in　the　World　of　Sport）という論文が発表された。この論文は，世
界のさまざまな国における，スポーツの状況，政策を見渡した中で，英国のスポーツ状況・政策が，
如何に立ち遅れているのかということを明らかにした26）。さらに，この論文の中で，英国のスポー
ツ・レクリエーション政策が，とくに西ヨーロッパ社会の中でも，立ち遅れていて，抜本的な政策
が必要であると主張し，それぞれの政策に責任を持つ所轄組織に対して，強く警告をした。
　こうした事態を見て，強く危機感を持った，C．　C．　P．　R．は，1957年に，　J．　F．ウォルフェンデンを
委員長とする，少さな独立した委員会を形成した。これが，後の英国の国民スポーツ政策の根幹と
なる「ウォルフェンデン委員会」である。この委員会は，C．　C．　P．　R．から次のような諮問を受けた。
一英国におけるゲームやスポーツや野外活動の発展に必要な要件の調査。社会福祉の増進に，それ
らの活動が，あらゆる場面に役立つようにするための，国家的・自主的機関がとるべき実践的指標
をC．C．P．　R．に対して勧告すること27）。－
　J．F．ウォルフェンデンを議長とするこの委員会は，国民スポーツのあり方を検討するのには全
くふさわしいスタッフによって構成されていた。J．　F．ウォルフェンデンは言うまでもなく，1943年
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には，すでに英国のスポーツの今後について，彼なりの展望を，論文「戦後の若者の役務」で発表
している。体育・スポーツにも造詣の深い人物であり，教育と社会政策の研究者としても著名な，
レディング大学の副学長であった。その他，Mrs．　M．アレン，　Dr．　G．エリソン，　Miss．　B．クラー
ク，G．イソス，　J，ロソグラソド，　T．パウソソ，　A．ペリットなどのメンバーに，バーミソガム大学
の体育主任であった，D．ムンロウ（David　Munrow）が加わった。そしてこの委員会は，実に精
力的に会議を開いたり，いろいろな部局に出向し，イソタビューをした。意見を聴取したその団体
の数は，209団体，個人では137人にのぼった28）。
　そして三力年を経て，1960年9月28日に，135ページから成る「地域社会とスポーツ」（Sport
and　the　Community）と題する報告書を上梓した。
（3）ウォルフェンデンレポートとスポーツ評議会（Sport　Council）
　①ウォルフェソデソレポート
　ウォルフェンデン委員会は，さまざまな団体や個人などから意見を聴取したり，諸官庁と折衝を
する中で，国民スポーツを振興させるための根本的改革のためには，まず第一に，従来から行なわ
れてきた，文部省→C．C．　P．　R．という行政構造から脱脚しなけれぽならないことに気づいた。そし
て，政府から財政援助を受けるのに，最も適切な基体を作るより他に方法がないと考えるに到った。
そのr基体』に「スポーツ振興評議会」（Sport　Development　Council）を考えた。この委員会の
報告の中で最も重要な部分は，この「スポーツ振興評議会」をその行政の中心に据えて，「国民ス
ポーツ」政策を展開すべきであると指摘したことと，「ギャップ」と名づけられた現象すなわち，
学校卒業後の若者らが，スポーツの場から離れているという指摘である。
　この答申の構成は，ee－一章　序文，第二章　現在の状況，第三章　特別な要件と課題の調査　（a）
ギャップ　（b）施設　（c）コーチング　（d）組織・管理・財政　（e）アマチュアリズム　（f）国際スポーツ
（9）報道（マスコミ）の影響　（h）テレビ・ラジオ　（i）サンデーゲーム，第四章　スコヅトランド・北
アイルラソド・ウェールズ，第五章　スポーツ振興評議会，第六章　要約・結論・提案，と成って
いる。
　この答申は，社会一般にも強い興味関心が持たれ，各種マスコミも，大々鰍こ報道した。「ジ゜エ
コノミスト」のようなジャーナリズムさえ，二頁にわたる特集を組んだほどである29）。
　政治の世界でも，遅ればせながら，国民スポーソの進展に留意するようになり・1959年の総選挙
の前には，保守党・労働党，双方が，その政策について発表している。保守党は・1959年8月に
「レジャ＿の挑戦」の中でその政策を明らかにし，労働党は1959年10月に「暮らしのためのレジャ
＿」を発表した。しかし，政権を執った保守党は，ウォルフェンデンレポートの内容をすんなりと
は実施しようとはしなかった。1961年11月のC．C．　P．　R．の会議において・時の文部大臣・D・エッ
クラー（D．Eccler）は「若者たちのレジャーにおける，価格の支払いは・彼ら自身によるべきで
ある。」3ωなどと受益者負担の論理は崩そうとしなかった。
　しかし，保守党政府のかたくなな姿勢を動かす契機となる出来事が現われてきた。その一つは・
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1962年9月，バーミンガム大学のD．モリニュー（Denis　Molyneux）の発表した，「西欧諸国にお
けるスポーツとレクリエーションに対する中央政府援助」という論文である。この論文は，西独に
おける「ゴールデンプラン」や「第二の道」の実践をつぶさに報告し，国民すべての人々に対する
スポーツ政策の重要性，すなわち，政府・地方自治体のそれに対する援助の重要性を力説したもの
であった。その他，アルベマール女史を中心とする委員会答申，さらに，ハリシャム卿（Lord
Halisham）は「保守党政府はウォルフェンデンレポートの主旨には同意しているが，スポーツ振
興評議会の設立には反対している。」31）と，政府の総論賛成，各論反対の態度を批難し，文部省や自
治省と折衝し，粘り強く，スポーツ振興評議会設立に向けて努力するのである。さらに，バートン
女史は，1964年5月13日の上院で，スポーツ振興評議会を作るべきだという演説を，六時間半にわ
たって行なった32’。有名新聞5社は，これらの動きを受けて，とうとう保守党政府に，その決定を
再考するように迫った。
　②スポーツカウンシル1964年→1971年
　「スポーツカウンシル」の設立は，1964年10月の労働党政権誕生まで待たなけれぽならなかった。
労働党は，政権樹立後，D．・・ウエル（Denis　Howell）に，カウンシル設立準備を命じた。「スポ
ーツカウンシル」設立準備はQ．ホッグ（Q．Hogg）の協力を得て順調に動き出した。1965年3月
に，労働党政府は，上・下両院に対して，次の提案をした。「政府は，アマチュアスポーツと身体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　カウンシル的レクリエーションの発展について助言をするrスポーツ評議会』を設立することを決定した。」33）
そしてこの評議会の議長には，デニス・ハウエルが就任し，そのメンバーには，バートン女史や，
バーミンガム大学の，D．ムソロウらが指名された。この「スポーツ評議会」は，当初ウォルフェ
ンデンレポートで考えられていた，政府から財政援助を受けて，実践的権限を発揮するという機能
はもたずに，政策決定などについて「助言」をするといった組織として発足した。その「スポーツ
カウンシル」は，その事業を策定し，四委員会を作った。その委員会名と委員長は，（1）スポーツ振
興とコーチング（委員長）A．D．ムンロウ　②「研究」と「統計」（委員長）ロジャー・バニスター
医博　（3）「国際」（委員長）バートン女史　（4）施設建設計画（委員長）ポーチェスター卿であった34）。
　新しく形成された，スポーツカウンシルの中では，従来，国民スポーツ政策を担ってきたC．C．
P．R．との職能の違いについてなど，諸々の問題が論議された。そして，　C．　C．　P．　R．は1937年の
P．T．R．法と1944年の・ミトラー法（教育法）によって予算的裏づけを持った，実行（践）的組織と
して，スポーツカウソシルは，あくまでも，研究・助言的組織として機能するという原則をふまえ
て活動をすることになった。早速，C，　C．　P。　R．とスポーツカウンシルが，協同作業を行ない，1968
年に，スポーツ施設の供給の規模と，その標準についての研究グループの報告，「スポーツ計画」
（Planning　of　Sport）を発表した。
　スポーツカウンシルの議長，D，ハウエルは，スポーツ・レクリエーションといった課題は，文
部省の傘下を脱して，より高い位置の省庁によって運営されるべきであると考えつづけ，彼は，
「住居・地方自治省」（その後，環境省と改名）（Ministry　of　Housing　and　Local　Government）
がふさわしいと思っていた。このことはウォルフェンデンレポートでも指摘されていたことであっ
一10一
英国の国民スポーツ（SpQrt　for　All）政策 87
たので，この所轄官庁移行論は，大多数の人々達の賛意が得られた。しかし，それらの所轄官庁の
論議を押し進めてゆくにつれて，ほんとうに「スポーツを国民のもの」にするためには，現行の，
助言的組織である「スポーツカウンシル」ではなくて，実践的権限を持つ，つまり予算等の裏づけ
があり，行政的権限を持つ「組織」の必要性が論議され出した。そして，1970年の総選挙では，保
守党は，この実践的権限を持った「スポーツカウンシル」の必要性をその公約にした。そして政権
を獲得した。1971年6月10日，下院において，デニス・ハウェルスポーツ大臣より「スポーツカウ
ンシルの現状に，実践的権力とより大きな責任を課す。」という内容の政府決定が発表された35）。
「芸術カウンシル」と同様に，王室憲章（Royal　Charter）によって権限を付与された。そして環
境省（Department　of　Environment）（前の住居・地方自治省）の指揮の下に入ることになり，
スポーツ大臣も，同省の指揮の許に入った。
　しかし，長年にわたって，この国の「国民」へのスポーツを提供し続けてきた，C．　C．　P．　R．との
権限，事業の領域，選出母体等々の事で，混乱をきたす事態を引きおこし，両者の関係が整然とし
たものになるまでは4～5年経過する必要があった。
　また1964年に設立された，助言的機能を持ったスポーツカウンシルから，1971年の実践的権限を
付与されたスポーツカウンシルへと変遷した背景には，60年代にヨーロッパにおいて拾頭した，
「国民すべての人々のためのスポーツ」（Sport　for　All　Movement）の与えた影響も，多大なも
のがある。ヨーロッパ評議会（Council　of　Europe略C．　E．）は，1962年に，文化協力評議会
（Council　Cultural　Co－operation略C．　C．　C．）を作り，1964年には，　C．　C．・C．の中に「学外教
育・文化振興委員会」を設置した。この委員会が「国民スポーツ」（Sport　for　AlDという概念を
形成し，広く世界中に提示した。その概念の内容は「すべての国民が，性や年齢に関係なく等しく，
一生を通じて参加出来うるスポーツ」36）であった。こうしたC．E．の提案を受けて，英国でも，
1965年，上院でスノウ卿などの議論が湧きおこり「国民スポーツ」という概念が急速に，英国民の
中に定着していった。
　社会政策・社会福祉の充実という長い豊かな伝統を持つ英国においては，「労働」と「自由時間」
の問題は，古くて新しい課題でもある。スノウ卿などの国会における，その労働と自由時間に関す
る議論の中で，自由時間の中におけるスポーツの持つ意味・役割などといったことが，深く掘り下
げられてゆく。1968年の上院の報道官は，「労働とレクリエーションは，コインの両面である。スポ
ーツは，真のレクリエーションである。オートメ化された工業化社会が進展すればするほど，バラ
ンスのとれた社会を形成しようとすればするほど，我々は，より一層レクリエーション活動を必要
とする。」37）という見解を発表した。このように，英国国会内において，「自由時間」における，ス
ポーツ参加の意義が，国民の重要課題として認識されるに到ったのである。しかしそれは，各人の
自由時間の編成の中に，スポーツ活動を強要しようとするものではなく，国民スポーツの周縁であ
る，労働時間の短縮という問題などから，緑地・公園の確保，スポーツ施設の充実などといった課
題を含む，「環境整備」をすることにより，国民の「自主的」スポーツ参加を待つのである。その
中心としてスポーツカウンシル→環境省がそれぞれの行政的機能をはたしてゆくのである。
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E　英国の国民スポーツ政策の展開とその課題
（1）英国の国民スポーツ政策の展開
　①　1971年から1982年まで
　1971年，王室勅許で設立された，新しい「スポーツカウンシル」は，その勅許状の中で次のよう
な目的を持って活動を行なうよう指示された。その長期的展望としては一広く国民全体の「社会
福祉」とレジャーにおける楽しみのために，スポーツと身体的レクリエーションを，高いレベルで
促進すること。さらに，それらの知識と実践を改善・発展させること38）。一を掲げ，短期的展望
としては，①スポーツと身体的レクリエーションのための施設を作りあげてゆくこと，②国民スポ
ーツについての研究とその研究への助成，③国際的組織との協力，④国民スポーツのための基金と
貸出金制度の確立，⑤国民スポーツのため活動している他の諸団体の活動継続に助言を与え，さら
に地方自治体や政府にも助言を与える。39）などであった。
　スポーツカウンシルは，これを受けて，早速，緊急に取り組むべき四つの課題を設定した。①学
校・大学・軍隊・国営工場・私企業などによって管理されている，既存の体育・スポーツ・レクリ
エーション施設の利用法の改善②自然の資源をレクリエーショソのために，より一層，有効利用す
る，③スポーツ施設の建設に関して，現代工学の英知を結集する。④スポーツの発展に関して，私
企業との共同（協力）の可能性と，私企業のそれへの興味の有無の調査4°）。
　スポーツカウンシルは，この課題を王室勅許によって得た権限（財政的裏づけ）を行使しながら，
処理してゆくのであるが，政府の果たす役割と，さらに古くから国民のスポーツ・レクリエーショ
ソ政策に関与してきたC．C．　P．　R．の存在などが，錯綜して，有効な実行力を発揮するまでに至ら
なかった。
　60年代の時代に，「国民スポーツ」を考える時には，「国民の中に多様なスポーツ要求（want）が
ある」という表現のもとで語られていたのであるが，70年代に入って，国民スポーツを考える時に
は，「国民にとってスポーツは必要（need）欠くべからざるものである」という表現で語られるよ
うになっていった41）。1972年にスポーツカウンシルから出版された「国民スポーツ」を啓蒙する書
物の中では，needという単語が15回も使用され，　wantという単語は，たった4回であった。
　このように，スポーツが，単に個人の楽しみという考え方ではなく，国民の健全な社会生活上，
欠くべからざるものであるという認識に昇華してゆく過程には，次のようなプロセスがあった。そ
の当時の議論の中では，t｛Need”という概念はくWant”に比べ，二つの論理的有効性があると考
えられていた。その第一点は，｛CNeed”という概念は，義務と必要という意味を持ち，このスポー
ツに関するNeedは，人類が生存するうえにおいて人類自身が必要不可欠となる，食事，住居な
どと同様に，生物的存在としての人類において必要不可欠であるという認識であり，さらに，他の
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諸文化と同様に，人間の生活をより豊かに，潤いのあるものにするという意味で，宗教，文学，音
楽などと同様に，人間にとって不可欠だという論理が存在した。いわぽ「文化としてのスポーツ」
のNeedである。このことは1960年のウォルフェンデンレポートでも先駆的にふれられていたこと
であった。第二点は，社会的存在としての人類という考え方にとっても，スポーツが必要不可欠で
あるという考え方である。産業社会の変化発達に伴う，人間の労働形態の変化，生活様式の変化の
中から生起する，人間の身体活動の必要性などを視野に入れた論理である。第三点は，国民スポー
ツの意義を考える時，上記二つの論理的必然として，社会にアピールし，政策としてそれを実行せ
しめる上において，Wantでは，個人の問題として処理され，受益者負担の論理が構築されてしま
う。t【Need”という概念は，その国民スポーツのための政策が，如何に予算を必要としようとも，
その必要性を主張出来うる大きな根拠になるということである。
　こうした，スポーツは個人のttWant”ではなく，社会的なCtNeed”であるという論理が社会的
に認知されることが，国民スポーツ政策を展開するのに有効であるということを感知したスポーツ
カウンシルは，1972年から「国民スポーツ」のキャンペーンを繰りひろげてゆくのである。その中
心的論拠は「社会におけるスポーツの価値」についてである。国民生活におけるスポーツの意義と
役割を，単に，健康と体力という問題にのみ収敏させないで，社会の活性化，人間存在における身
体の問題などといった視点からも，その意義を捉えてそのキャンペーンを展開するのである。スポ
ーツカウンシルによれぽ「国民の中にある，国民スポーツに対する見解の本質的転換を計り，思想
の変化を求める。」42）ということに，この運動の真意があったのである。
　スポーツカウンシルは，この目的を達成するために，様々な運動を展開する。特に留意したのは，
ウォルフェンデンレポートで指摘された「ギャップ」（Gap）すなわち，「学校を離れた若者たち」
を，スポーツ活動に導くことであった。また，スポーツが人間にもたらすものは，健康や体力のみ
ではなく，「自己解放」「自己実現」などといった要素もスポーツには存在することを強調し，国民
のスポーツ参加への動機づけを強めてゆくのである。さらに1974年～75年にかけて，スポーツカウ
ンシルは，その「国民スポーツ」への誘いのキャンペーンに，「スポーツによる楽しみの創造」と
いう概念を付加した。これは，少年非行，外国から移民をしてきた諸民族の間にあるフラストレー
ショソ，失業などといった社会問題を緩和させるという課題解決をスポーツに期待したからである。
1975年に「スポーツとレクリエーション」という題で出された白書の中で「都市の倦怠とフラスト
レーションを緩和し，若者達の非行と暴行（フットボールフーリガニズム）などを緩和することに
とって，積極的なレクリエーションへの参加が役立つ」43）としている。このように「地域」の結合
のため，さらに社会的矛盾の昇華策としても，スポーツを利用しようとするのである。1978年には，
政府とスポーツカウンシルは，前記の問題を抱える地域，リバプール，マンチェスター，ロンドン
のブリクストン，サウスオールなどに重点的に予算をつけている44）。
　スポーツを，国民すべての人々にゆきわたらせるという，国民スポーツ政策において，決して忘
れてはならない課題として「障害者のスポーツ」がある。この課題は，国民スポーツにとって生命
線ともいえる課題であったので，スポーツカウンシルも・「障害者のスポーツ政策なくして・国民
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スポーツ政策の完結はなし」45）と宣言して，その政策を進行させていった。特にユ980年は，国連が
設定した，「障害者のための年」であったので，これにスポーツカウンシルが呼応して，キャンペ
ーンを強め，予算投下を増していった。
　このように，スポーツカウンシルと政府は，プレイグラウンドや施設の建設，自然環境の保全・
整備など，国民スポーツを支える周縁を整備することを基礎に，さまざまなプロジェクトを設定し，
　「国民スポーツ」の徹底のために尽力をするのであるが，一寸忘れがちな部門や，現代社会の中で
強調しなけれぽならない場面を，細かく抽出し，政策の展開の中へ生かしてゆくのである。こうし
たスポーツカウンシルと政府の政策の進展にもかかわらず，スポーツカウンシルは，その現状は満
足出来るものではないとして，1982年には，「国民スポーツ未だ達成されず」46’と宣言して，次の新
たな「国民スポーツ」政策を繰りひろげようとするのである。
　②　来たるべき10年に向けての「国民スポーツ政策」の設定
　1982年にスポーツカウンシルは，「地域社会におけるスポーツー来たるべき10年に向けて一」
と題する出版物を出し，新しい国民スポーツ政策を提示した。「国民スポーツは，未だ，現実のもの
になっていない」というセンセーショナルな書き出して始まるこの文書は，来たるべき十年間の，
国民スポーツ政策を展望し，実践するための「聖書」とも言うべきものであった。1971年に王室勅
許によって財源を得たスポーツカウンシルではあったが，その予算全体の25％がエリートのための
予算に使われてしまって，国民スポーツのための予算である，国立スポーツセンターを運営するた
めの予算は，総予算のわずか10％にしか過ぎず，その他のスポーツ施設の運営・建設のための予算
に10％，と言う現状が一方であり47），他方では，スポーツ参加の階層分離が，古くはウォルフェン
デンレポートの「ギャップ」の指摘にもかかわらず依然として存在し続けていることが，この計画
の出される背景となっていた。
　この計画は，その国民スポーツ発展のための十年計画の展望を三点に集約して表現している。ま
ず第一点は，①より多くの国民のスポーツ参加　　この項では④女子の室内スポーツ参加人口を，
この10年で75％増加させ，さらに野外スポーツへの参加人口を35％増加させる。⑤男子の室内・野
外スポーツへの参加人口をともに15％，この10年間に増加させる。◎特に13歳～24歳と45歳～59歳
という二つの年齢層のスポーツ参加を重点的に増加させる，ということを強調している。次に②よ
り充実した施設の供給一この項では，ユ970年からのスボーツカウンシルの政策で，数百の新しい
スポーツセンターが建設されたことによって，スポーツ参加者が倍に増加したということを踏まえ
て＠室内スポーツセンターの増加を引きつづき計ること，特に未だに室内スポーツセンターを持た
ない地方の村や町に小さいローカルセンターを建設すること。⑮1914年以前に建設された水泳場の
改修及び新築。◎伝統的なスポーツであるサッカー，クリケット，テニス，ボウルズなどのスポー
ツが着実に成長・定着するためのピッチ・コート・グラウソドの新設・改修。⑥地方や海岸にある，
スポーツやレクリエーシ。ンのための田園や水辺へ通ずる道路の新設。という四点を強調している。
最後に③国際的競技力の向上48）一をあげている。このような競技力の向上は，スポーツを「見て」
楽しむ人々を増加させ，さらに若者たちを新たにスポーツに参加をさせる大きな動機づけになると
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している。また，スポーツカウンシルは，短期的展望として1983～87年の五年間の計画をも，この
文書の中で発表している。その内容は，①スポーツへの継続的参加者の数を，男子180万人，女子
50万人増加させる。②13歳～24歳の間の年齢層の中で，5万人の男子のスポーツマンを増加させ，
女子は27万人のスポーツウーマンを増加させる。また，45歳～59歳の年齢層の14万人のスポーツマ
ンを増加させ，18万人のスポーツウーマンを増加させる。③20の競技団体のコーチ・管理者の養成
をする。④800の新しい室内体育館の建設（特に社会的必要性の高い地域150を含む）。50の水泳場
の建設。3000のプレイグラウソド（特に社会的必要性の高い地域に600を含む）⑤国立室内大競技
場の建設。⑥国立野外競技場の建設の援助。⑦国立スポーツトレイニングセンターを11，建設する
こと。（このうち7つは，スポーツカウンシルで，あと4のつは他の関係で）そしてこの五力年間に
必要とする経費は2億1，500万ポンドであるとしている。さらにに十力年計画全体では10億7，5000
万ポンドほどが必要であると計上している49）。
　このような，壮大な計画を完遂することが，国民ヘスポーツを提供する道であると認識している
スポーツカウンシルは，その財源を単に政府のみに求めず，商業的スポンサーから年間5，000万ポ
ンド～1億ポンドほどを期待している。そしてこの資金を「草の根」のスポーツに提供しようとす
るのである。
　そしてこのような計画を持ち，予算を執行しようとするスポーツカウンシルに対して，政府は，
「スポーツカウンシルの日々の決定には何も言わない」「スポーツカウンシルが，どのように，予
算を消費しようと，それは，スポーツカウンシル自身が決定することである。」5°）という姿勢を貫い
ている。
　③　国民スポーツ政策の立案・構築
　英国では，このような「国民スポーツ政策」を，立案・構築する組織とその機能は，大別して三
点に集約される。その第一は，中央政府であり，第二は地方自治体であり，第三には，スポーツカ
ウンシルである。それぞれの職能は以下の通りである。
　〈中央政府の国民スポーツ政策の立案・構築〉
　中央政府の中で「国民スポーツ政策」立案・構築に係る省庁は，大別して二省庁である。その一
つは，「教育・科学省」（Department　of　Education　and　Science）（前名　文部省）であり，他
の一つは「環境省」（Department　of　Environment）（前名　自治・庄居省）である。この二つの
省庁は，国民スポーツの徹底のための，諸々の施設の供給やスポーツ活動の提供である。この根幹
となる事業を，二省庁で行なうのであるが，他の省庁も，スポーツの周辺に関する事業に係わって
いるところがある。「貿易・産業省」（Department　of　Trade　and　Industry）は，スポーツ関係
物資の製造・販売，輸出入に関係している。さらに「健康・社会保障省」（Department　of　Health
and　Social　Security）は，障害者のためのスポーツやスポーツ医学の分野の事業に責任を負って
いる。さらに「防衛庁」（Ministry　of　Defence）は，軍人のためのスポーツ施設を提供し，大蔵
大臣と大蔵劣（Chancellor　and　Exchequer）は，国民のスポーツ活動のための政策にっいての予
算やスポーツ商品への課税などに直接的に責任を持ち，さらにスポーツ予算の超過消費についての
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監督などについての権限を持っている。
　スポーツカウンシルは，設立当初（1965年）文部省の管轄下にあったが，1969年に，自治・住居
省の許に移行し，1971年に王室勅許のスポーツカウンシルが形成された時，環境省の中にスポーツ
大臣が配属され，その統轄下にスポーツカウンシルが入ることになった。
　主として「国民スポーツ政策」に係る「教育科学省」と「環境省」の職能権限の識別は複雑に入
り組んでいて困難である。例えぽスポーツ施設の建設や，スポーツ事業の促進ということに限って
も，中央政府（環境省）一地方自治体というラインと，教育科学省一地方教育委員会というラ
インの二通りが存在している51）。
　さらに国務省（Department　of　State）は，その政策と財政管理などに，その権力を行使してい
るし，さらに文部視学官（Her　Majesty’s　Inspector）は，地方教育委員会などの政治的独立を保
証はしているものの，政策の課題設定，政策の効果についての報告，政策への助言などを教育科学
省に対して行なっている。
　〈地方自治体の国民スポーツ政策の立案・構築〉
　地方自治体は，ローンによる借入金や，年間収入財源の中から，スポーツやレクリエーションの
ための施設を供給することについて，大きな権限を持ちつづけてきている。その事業は，公園，プ
レイグラウンド，サイクリングコース，陸上競技場，水泳場，室内ゲームのための体育館などの建
設である。しかし1970年の王室憲章が発布される以前までは，これらの体育・スポーツ・レクリエ
ーシ。ン施設のための政策は，全く不足していたし，政府からの要請も存在していなかった。
　今日では，政府がこれらスポーツ・レクリエーション施設建設の予算の30％を支出し，地方自治
体が残りの70％を負担するまでになってきている52）。これら地方自治体が関係する，国民スポーツ
のための政策に，大きな力を発揮しているのは，地方教育委員会である。教育委員会は，スポー
ツ・レクリエーション関係者を，雇用するための経費を負担し，1944年の教育法の規定に基づいた，
教育現場の体育・スポーツ施設を建設するのみならず，地域住民の成人教育・レクリエーションな
どにも利用出来うるような，施設建設のためにも予算を支出している53）。教育科学省は，地方教育
委員会の，これらのスポーツ・レクリエーシ・ン施設建設のための政府基準を，時々刻々発行して
いる。さらに地方教育委員会は，学校の体育教師，大学の体育研究者の雇用をも行ない，地域にお
ける，国民スポーツ振興を助長するのである。
　中央政府の財政縮小などにもかかわらず，この地方自治体のスポーツ施設供給は，地域住民の要
求と支持を背景に，着実に持続されていった。そしてこれらの努力は，中央政府の政策の未達成の
部分をも埋める働きをすることになった54）。
　しかし，こうした中でも，学校における体育・スポーツ施設の，地域住民への解放という課題は，
地域住民の根強い要求にもかかわらず，定着しないでいる。1944年の教育法では，学校における体
育・スポーツ施設の建設を義務づけていて，「小学校，中学校，及び成人教育の人々のために提供
するとされているのであるが，一般のスポーツ施設の管理者や水泳場の監視人・スポーツのコーチ
等は，地方自治体の管理下にあり，教師や学校管理人は，地方教育委員会の管理の許にあるという
一16一
英国の国民スポーツ（Sport　for　All）政策 93
事情などにより，学校・大学のスポーツ施設の地域住民への提供という問題は困難を極めている55）。
　〈スポーツカウンシルによる国民スポーツ政策の立案・構築〉
　スポーツカウンシルの設立当初は，その組織が財源を持たぬ純粋な「助言」組織であったという
事情もあって，その「スポーツ政策」の決定にあたっては，委員会を形成し，その論議を待って，
「政策」について「助言」をするという形式をとっていた。1965年の設立時には，①スポーツ発展
とコーチング，②スポーツ施設建設計画，③研究，④国際スポーツの四つの委員会を形成し56），そ
れらの委員会が各種の課題に対して小委員会を設立するという過程を経て，その助言案を策定して
いた。その過程の間には，各種のスポーツ競技団体（A．A。　A．，　F．　A．，　R．　F．　U．など）やスポーッ
クラブとの密接な話し合いがもたれていた。がしかしその後，国民スポーツの振興の課題が「施設
の不足」という事態と不可分な関係にあるということが判明し5”，その「施設」の問題については，
地方自治体が責任を持たねばならないということが認識されるようになった。そうした中で，スポ
ーツカウンシルは，国民スポーツ振興のために，各地域に「地域スポーツカウンシル」を形成し，
地方自治体と地域スポーツカウンシルが連繋して，その施設建設計画を策定する作業に入っていっ
た58）。故に，地方自治体のスポーツ担当を，「地域スポーツカウンシル」のメンバーが兼ねるとい
う所も出て来ている。「国民スポーツ」の徹底ということに関しては，この「地域スポーツカウン
シル」が最も重要な役割を果すことになる。
　現在は，スコットランド，北アイルランド，ウェールズの他に，いわゆるイングランドを九つの
「地域スポーツカウソシル」の地方本部を設置し，国民スポーツの振興のために地道な努力を続け
ている。その九つとは，①北部地域（ノーサンバーランド，カンブリァ，ダーラム，クリーブラン
ド，タインアンドウィアーの地域を統轄）②北西部地域（ランカシャー，チェシャー，グレイター
マンチェスター，メルセイサイドの地域を統轄）③ヨークシャーとハンパーサイド地域（西ヨーク
シャー，南ヨークシャー，北ヨークシャー，ハンバーサイドの各地域）④東ミッドランド地域（ダ
ービーシャー，ノッティンガムシャー，リンカーンシャー，レスターシャー，ノーザンプトンシャ
ー）⑤西ミッドランド地域（西ミッドランド，ピアフォードとウースター，ショロップシャー，ス
タッフフォードシャー，ワーウィックシャー）⑥東部地域（ノーフォーク，サフォーク，ケインブ
リッヂシャー，ベドフォードシャー，ハートフォードシャー，エセックス）⑦グレイターロンドン
と南東部地域（グレイターロンドン，サーレー，ケント，東サセックス，西サセックス）⑧南部地
域（ハンプシャー，ウィト島，バークシャー，パッキンガムシャー，オックスフォードシャー）⑨
南西部地域（エイボン，コーンウォール，デボン，ドーセット，サマセット，ウィルッシャー，グ
ロウスターシャー）である。これらの地域別「スポーッカウンシル」が，その土地独自の調査研究
によって，それぞれの地域のスポーツ振興を計るのである。
　その他，この地域スポーツカウンシルの他に，1935年以来の伝統を持つC．C．　P．　R．も，スポー
ツカウンシルの傘下に入り，独自の活動を強めている。1961年，ウォルフェンデンレポートを受け
て，「スポーツ参加の機会をすべての人々に」というキャンペーンは，後の「スポーツ・フォーオー
ル」へと続き，その運動の芽を作っていった。さらに，各競技団体も独自のプランを立て，それぞ
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れの競技種目への参加者を増加させる努力を続けているが，これも，国民スポーツの底辺を形成す
る重要な礎石の一つになっている。これと同様な意義を持つものに，各地域に根づいて発展してい
る，各種の「スポーツクラブ」が存在していることも見逃せないことである。
　④国民スポーツ政策進展のための研究体制
　英国において国民スポーツ政策を考える時，ただ単に，スポーツ施設，指導者，プログラムとい
った「技術」的問題のみならず，社会全体の抱える「労働」「自由時間」「賃銀」「自然環境」「都市
計画」「障害者」「失業」「移民族」等々の，複雑な諸問題が混在していることを，踏まえてゆかなけ
れぽならない。このような状況を認識した，政府一地方自治体一スポーツカウンシルといった行政
を司どる官庁は，その政策決定に貢献する「研究活動」の重要性を認識し，「スポーッカゥンシル」
の中に研究プロジェクトを形成することを考えた。古くは，ウォルフェンデン委員会や，バーミン
ガム大学のスタッフの轍告が，巨大なインパクトを与え，この国の「国民スポーツ」政策を形作っ
てきたという歴史を持っている。1965年に，助言的機関として設立された「スポーツカウンシル」
は，当初三つの分野についての研究活動を開始した。
　①生理学と心理学的諸問題を中心とした「スポーツ医学」的研究。②スポーツ施設の実態調査，
それらの所有形態とその利用法，スポーツ施設利用者の動機，スポーツ施設に対する要求や人気の
傾向，などの調査を含めた「スポーツ社会学・社会心理学」的研究，③資料収集59）
　このような「スポーツ医学」分野の研究は，国民スポーツの促進というよりむしろ，当時世界的
規模で調査された「人間の作業能力」研究の一一環として行なわれたもので，「Sport　for　All」とい
うよりむしろ「Fitness　for　All」のための調査という色調が濃い。
　「社会学」分野の研究においては，中央のスポーツカウソシルの歩みは遅かったが，地域のスポ
ーツカウソシルは，各地域のスポーツ施設の調査と，それらの施設の利用頻度の査定の研究にただ
ちに取り組んだ。この結果は，1966年と1969年に発表されたが，全国的標準値の策定や，施設建設
の指標となるものではなかった。
　その後，スポーツカウンシルは，「都市社会のレジャータイムにおける要求に適合する，スポー
ツと身体的レクリエーシ・ンのための施設供給の規模について考察し，助言を与える」委員会を作
った。この委員会は，種々の㌔eed”に関して報告した。例えば「人間の遊びに対する要求」「ス
ポーツ施設利用者の，種々の異なった要求に適合させる必要性」「スポーツ施設の管理，配置デザ
インの影響について考慮する必要性」…しかしながら，「人間における遊び」についての根本的で詳
細な研究，とくに，切迫した「都市におけるスポーツとレクリエーシ・ン施設に対する強い要求」
が存在しているのにもかかわらず，この分野での研究がおろそかにされた，故に，国民スポーツの
振興のための，施設等の国家的基準などを示すことが出来ないでいた。1968年に出された「スポー
ツのための計画」は「各地の要求を算定することが出来ない自治体」6°）という表現で，そのことを
指摘した。このことは，地域住民のスポーツ要求が，国民の中に同一的に存在しているものである
と認識することや，そのneedを推し計ることなどの作業とその責任を，中央政府・地方自治体の
双方とも共有することなく，一方的に，その責任は，地方自治体が負うことになっていった6’）とい
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うことを証明している。
　こうした中でも，1960年代には，レジャーやレクリエーションに関する論文は発表されていった。
バートンとウィヴァレイ（Burton＆Wibberley）が1965年に「野外レクリエーションと英国の田
園地帯」（Outdoor　Recreation＆the　British　Countryside）を発表し，ロジャース（Rodgers）
は1967年に，「国家的レクリエーション調査の試行」（Pilot　National　Recreation　Survey）を，
　「レジャーのための計画」（Planning　for　Leisure）は，1969年にシリット（Sillitoe）によって発
表された。このいずれの研究も，魚つりのような動きの少ないスポーツから，より激しい動きが必
要とされる陸上競技や，チームゲームのようなスポーツに到る，様々なスポーツに対する「要求の
レベルと形式」に関したものが多かった。そしてこれらの研究は，来たるべき未来のスポーツ要求
や，施設建設の必要性などを，予測する基礎を形成することになった。
　スポーッカウンシルは，これらの研究に拍車をかけるべく，さらに数人の種々の分野の研究者を
組織してゆく。何よりも，人間や社会にとったスポーツ・レクリエーシ・ンがより重要であるとい
う科学的根拠を持つために，これらの研究は継続されてゆくのである。そのために幾多のテーマを
設定する。例えば「スポーツ施設の必要性，供給法，将来必要な数量等を算定するための効果的研
究法の基礎」とか「スポーツと身体的レクリエーシ。ン参加の動機の種々の要素とレジャー態度の
研究」などである62）。
　1972年になりスポーツカウンシルに予算がつき，予算が付加されるにふさわしい研究を募集する
ことが出来るようになった。しかし，スポーツカウンシルが期待する，研究報告があまり発表され
ず，年次報告書の中で，次のように述べている。「スポーツカウンシルは，研究の技術が，満足の
ゆくものに精選されるまで待っていたり，準備している余裕はない。スポーツカウソシルは未来の
変化を読みとることのみならず，現実の国民の切実な要求と一致するような計画を作成すべきであ
る。」63）このように，現実に存在する国民の諸要求とは何か？　その要求を解決させるにはどのよう
な計画が必要なのか？　といった意識をスポーツカウンシルは強く維持し，r研究』プPジェクト
にその課題解決を期待するのである。
　このような視点から，スポーツカウンシルは，研究のテーマを，「新しいスポーツ施設とその施
設の効果についての評価」などに中心を置き，各地域に建設されつつある，それらの施設の有効性，
その利用頻度などの実態を調査する中から，真の国民のためのスポーツ施設はどのように建設すべ
きなのかを探り出そうとする。さらにスポーツカウンシルは，自らの研究のみならず，環境省の助
言団体とも協力して，「国民スポーツ」の振興のための研究体制を充実してゆくのである。
　さらに，1976年には，レクリエーション研究や，社会政策についてより広範な目標や展望を得る
ために，スポーツカウンシルは，諮問機関を設置した。その機関の中心的課題は「都市におけるス
ポーツの役割」64）であった。1977年になると，スポーツカウンシルは，各地域における施設の運営・
建設などに関する技術的報告書及び計画書のみならず，17の地域スポーツカウンシルの研究報告，
さらに七つの研究報告書を上梓した。その中で最も重要なのはブライアン・Pジャース（Brian
Rodgers）教授の「スポーツーその社会的環境と背景一」であった。ロジャースは，その論文の中
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で，スポーツ参加の階層・構造について，注目すべき報告をしている。スポーツ参加が著しく滞っ
ている階層として，学校を離れたぽかりの若者，中年齢層，そして婦人を指摘している。そして，
今後の国民スポーツのさらなる進展のためのターゲットとして，これらの人々に照準を合わせるこ
との必要性を述べている65）。その他の諮問答申書の中には，「学校におけるレジャーのための教育」
が欠けていることを指摘し，さらに環境省発行の政府白書「都市」を利用して，生活の質の向上の
ためのみならず，社会管理のために，スポーツ・レクリエーションが重要であると強調している66）。
　その他，スポーツカウンシル以外の調査研究では，政府の行なう「国勢調査」がスポーツ・レク
リエーショソについて調査をしている。1973年，1977年，1980年と行なったこの調査は，1973年か
ら1977年にかけて，スポーツ参加が著しく増加したと報告している67）。これは王室勅許によって，
財政的裏づけを持ったスポーツカウンシルの成立と期を一にしている。さらにこの国勢調査では，
スポーツ参加について，男性と女性，40歳以上と以下，熟練工と非熟練工との間に差異が見られる
ことを報告している。この報告の中で指摘されているスポーツ非参加者階層については「スポーツ
からの離脱」といわれ，イギリスのみならずヨーロッパ諸国でも共通の問題として，共同研究を設
定することになる。
　しかし，このような研究の進展にもかかわらず，英国のスポーツ思想史研究の第一人者である，
ピーター・マッキントッシュ（Peter　Mclntosh）教授は，スポーツカウンシルの調査研究が運動
生理学・フィットネス研究を中心に展開され，これがスポーツのエリート中心政策に結びついてゆ
くと指摘して次のように述べている68）。一スポーツカウンシルはスポーツカウンシルとして設立
されたもので，フィットネスカウンシルとして設立されたものではない。健康フィットネスはスポ
ーツ活動を通して可能になる効果である，とは王室勅許特（Royal　Charter）の中では述べられて
はいない。それにもかかわらず，スポーツカウンシルの研究プPグラムにおいては，常に「運動の
生理学」とか「スポーツ医学」といったテーマに傾斜している。研究の多くは，国民スポーツとい
うよりはむしろ，エリート競技者のためのものに関連している。一
　しかし，マヅキントッシュは，これらの生理学的研究は，生物的存在としての人間における必要
最小限の身体活動の必要性を立証し，スポーツが国民にとって欠くべからざるものとの根拠を形成
するのに役立ったと指摘し，その研究が両刃の剣であるということも評価している。
　1970年代の研究は，このように，「国民スポーツ政策を形成する価値」について論ぜられた論文
が多く見うけられた。しかし1980年以降になるとスポーツカウンシル独自の研究グループのみでは
なくて，カウンシルは，大学や社会科学研究評議会等の研究機関と協力して「英国におけるスポー
ツ研究」という組織を作ってゆく。この組織に129の研究テーマが寄せられてきた。そしてその研
究の多くは，「国民のスポーツ参加の傾向」「未来の国民スポーツ政策を支えるための，国民の行動
様式の解析」などというテーマであり，「政策」を展開するための現実的な支柱となるものが多か
った69）。1970年代の研究は，国民スポーツr啓蒙』のための期間だったとすれば，．1980年の研究は
「国民スポーツの現象を分析し，そしてその本質に迫るための研究の期間であると言えよう。80年
代に入ってからのこれらの研究が，「地域社会におけるスポーツーこれから来たるべき10年にむけ
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Sources：Sports　Council　A皿ual　Reports；Blue　Books　on　National　Income　and　Expenditure；W．
　　　　H．Martin　and　S．　Mason‘Trends　in　Participation　and　Spending　on　Sport’．
て一」（1982年）という構想に結実してゆくのである。
　⑤　国民スポーツ政策と財政
　英国におけるスポーツのための財政は，政策の立案・構築の項でもふれたように，複雑に入り組
んでいる。1983年にスポーツカウンシルは「英国におけるスポーソのための財政」を発行し，その
実態を明らかにしている70）。また，マーチンとメイソソ（W．H．　Martin，　S．　Mason）の「スポー
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ツ参加とスポーツにおける消費71）の傾向」（Trends　in　Participation　and　Spending　on　Sport）
も，この分野の優れた報告である。これらの資料に基づいて，この「財政」問題を見てゆきたい。
（表1）は，スポーツカウンシルが投下した，援助基金の増加状況，地方自治体が，公園やスポー
ツセソターなどのために消費した金額，政府がスポーツのために消費した金額，それと当時のイン
フレの幅を比較したものである。スポーツカウンシルが助言組織であった頃のスポーツ関係予算と，
王室勅許によって財政的権限を持ったスポーツカウンシルになってからの予算の伸びは，この表に
よって明らかではあるが，1975年～78年まで地方自治体の資本支出は減少している。（表2）は，
スポーツカウンシル，地方自治体，政府などのスポーツ予算の伸び率を示したものである。スポー
ツカウンシルが助言的組織として機能し始めた，1969年を100とした比較した数値である。スポー
ツカウンシルの援助予算は，王室憲章以降の比較を見るために1973年を100としている。この表か
らも1977年，1978年，1981年における地方自治体の支出の悪さを如実に物語っている。（表3）は，
スポーツとレクリエーションのために，地方自治体がいくら支出し，それが，地方自治体予算の全
体のどれぐらいを占めているかを明らかにしたものである。これによっても1981年の落込みは明白
である。しかし，1981年におけるスポーツに関する政府関係予算の総額は8億3，600万ポンド（当
時1ポンド約400門として，日本円に換算すれぽ，3，344億円）である。
　さらに，表1，表2でも分かるように，地方自治体の予算支出は大別して経常費と資本とに分け
られ，1972N74年の経常費には，50％が消費され，資本として50％が消費されていたが，1975年に
おいては経常費に60％，資本として40％が消費されている。その中における資本金は，政府から借
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第3表　スポーツとレクリエーションに関する地方自治体による支出
　　　　　　一イングランドとウェールズー
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2．21
2．38
3。26
3．79
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3．7
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6．1
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Source：Blue　Books　on　National　Income　and　Expenditure．
り受ることが多く，その消費についても，重要部門と非重要部門とに分かれている。重要部門は，
政府の見解に左右されるので，地方自治体独自のプロジェクトは組みにくくなっている。その上，
スポーツレクリエーショソのプロジェクトの多くは，非重要部門に属しており，その予算の分配は，
毎年度ごとに政府の要望によって配分される。故に，財政的な面からの中央政府からのコントP　一一
ルは強く，地方色を豊かに出すまでに到っていない。
　さらに問題なことは，スポーッ・レクリエーション関係の予算が，国民スポーツからエリートス
ポーツ（国際競技力の向上のため）に傾斜し始めていることである。因みに，スポーツカウンシル
の総予算のうち，その10％を，国立のスポーツ施設予算にあて，10％を，国立スポーッセソターの
予算にあてている中で，25％もの予算を，エリートスポーツのためにあてようとするのである72）。
そして1981年の年次報告では，スポーツカウソシルのディック・ジープス（Dick　Jeeps）は，その
エリートスポーツのための予算と，国民スポーツのための予算の割合は，45：55が望ましいという
基準を示した。前述のマッキントッシュ教授は，「スポーツカウンシル自身がキャンペーンを張っ
ておきながら，国民スポーツのための予算が55％で，圧倒的少数者であるエリートのための予算が
45％」73）である実態を指摘し，中央のスポーツカウンシルの政策を批判している。こうした状況の
許では，地方自治体の国民スポーツ政策予算に負うところが多くなってゆくのである。
　⑥　国民スポーツ政策とスポーツ施設
　国民スポーツ政策の振興にとって，「施設」の問題は密接不可分な関係がある。ウォルフェソデ
ンレポートの指摘を待つまでもなく，また，スポーツカウンシルが設立された一番大きな目的の一
っに，「より豊かな，精練されたスポーツ施設の必要性」があげられていた。そして，国民スポー
ツにとって，これらの「施設」の問題は，三つの大きな課題を抱えている。それは，誰がスポーツ
施設を供給するのか？　どのようなスポーツ施設を供給するのか？　新しい施設と旧来の施設の適
一23一
100
切な使用をどのようにして保証するのか？　という課題である。
　〈国立レクリエーションセソター＞
　1946年にテムズ河畔に建設された，ビシャム・アベイの国立スポーツセンターは，英国の国民ス
ポーツのための施設の草分である。その後，六つの国立レクリエーションセンターが建設された。
その内訳は，イングランドに3，ウェールズに1，スコットランドに2，北アイルランドに1の総
計7ヵ所である。これらの諸施設は，第一級の宿泊設備を持ち，色々な種類の身体活動が出来るよ
うに，スポーツ施設を完備している。これらのレクリエーションセンターは，国際レベルの選手の
合宿練習のみならず，一般市民，学校の生徒らの使用にも適したものとなっている。学校の生徒ら
は，ウィークデーに学校の授業として，これらの施設を使用することが出来る。このことに注目し
た，ロンドン市は，クリスタルパレスの国立スポーツセンターの設立資金を拠出した。このことか
らもわかるように，壮大スケールを持つ，これらの国立スポーツ・レクリエーションセンターを，
それらの地域で，如何に有効利用するのかということによって，そのセンターの意義も，より深く
大きなものになる。
　＜地域・都市におけるスポーツ施設＞
　1965年，スポーツカウンシルが設立された頃，水泳場や室内スポーッセンター（体育館）の不適
格さが明白になり，その改良・改善が焦眉の課題となった。600以上の市町村は室内プールを持
っていなかったし，その当時存在していたプールの3／4は，30年～80年を経た古い施設であった。
（4，000フィート以上の面積の239の体育館の多くは，学校や大学が保有しているものであり，自由
に国民が利用するわけにはいかなかった。その上，各地に存在するスポーツクラブは，言うまでも
ないことだが，そのクラブの運動種目の運動種目の施設しか保持していなかった75）。
　大きな多目的スポーツセンターの建設は，1964年にハーローニュータウンに開設されるまで待た
なけれぽならなかった。しかし，これらの多目的スポーツセンターは，そんな壮大な規模のもので
はなく，コンパクトで利用者にとって使用しやすい，小規模のものを数多く建設するほうがより重
要であるということを，ハーローの経験を’ふまえて気づき始めた。
　他方，N．　P，　F．　A．は，1965年，その組織の標準的施設建設計画を策定した。それは，1000人の人
口に対して，6，エーカーのグラウンドを配置しようと言うものであった。それ以前の計画は，1955
年のそれで，それもスポーツ参加の上限を40歳として計算しているもので，およそ「国民スポー
ツ」という視点からみて，耐えられるものではなかった。
　＜「スポーツのための計画」の設定＞
　N．P．　F．　A．と同様に，1965年にスポーツカウンシルは，施設建設計画を模索する，小委員会を作
成した。この小委員会は1968年に，「スポーツのための計画」（Planning　for　Sport）という報告書
を発表した。この報告書は，地域社会の人口などに比例した施設建設の標準値などを指し示すこと
はなく，．ただ助言，勧奨するに留まっていた。しかし，この報告書は数多くの助言をしている。そ
の第一は，屋外スポーツ（クリケット，フットボール，ボウルズ，テニスなど）の施設の建設の目
安を，人口1000人に対して2．4エーカーの広さに置いたことである。さらに，競技人口の比較的少
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ない，陸上競技，ゴルフなどの種目の施設不足をも指摘し改善を勧告した。その他，水泳場の改良
についてや，水辺のスポーツ（ヨット，カヌー，ボートなど）の施設整備，室内スポーツ（スカッ
シュ，スケート，ダソスなど）のスポーツ施設についても留意を喚起した76）。しかし，この報告書
は総花的であったので，各地方自治体では，この報告書を参考に，自らの手で，スポーツ施設建設
計画を策定しなけれぽならなかった。しかし，この報告書は二つの重要なことを指摘していた。そ
れは，障害者のためのスポーツ施設建設についてと，社会の快適な生活にとってスポーツが貢献
出来るということをであった。これらの報告・助言を受けて，「スポーツのための専門的組織」
（Technical　Unit　for　Sport）を形成77）した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　〈70年代にむけて，スポーツのための施設準備〉　　　　　　　　　・
　1968年後半になって，スポーツカウンシルは，1地方における施設の設置基準を策定する必要性を，
認識した。このような算定は，政府に予算を組ませることを可能にするものであったので，その作
業を進めた。1972年に「スポーツのための施設の供給」（Provision　for　Sport）を発表した。それ
によると，向う10力年で，815のスポーッセソター（1億6，000万ポンド），447の水泳場（5，800
万ポンド）485のゴルフコース（4，000万ポンド）を建設しようとするもので，総予算として2億
5，800万ポンドを計上した。その他，スポーツグラウンドや水辺のレクリエーション施設などの建
設は，年間の流動支出の中で計上することとして，これに6，700万ポンドほどをあてた。このほか，
各競技団体も要求を出し，それぞれの施設建設を求めた。その結果，乗馬センタ＝を11，カヌー，
ボートのためのセンターを3，セイリングセンターを9，3つの室内陸上競技場などを建設した。
それに必要とした資金は，2，225万ポンドであった。これらの施設建設にとって幸せであったのは，
ヨット，カヌーなどの水上スポーツの施設を，国内の各地に存在している巨大な貯水池に建設する
ことによって，コストダウンを計ることが出来たことであった。これらの一連の運動は，旧来のプ
ールのデザインを更新したり，全く新しい形式の施設を建設したりして，70年代のスポーツ生活を
展望するには都合のよいものとなっていった。1981年現在，この「スポーツのための施設準備」の
構想による充足率は，スポーッセンター一・61％（461）水泳場は112％（964）となっている78）。
　〈地方のスポーツ施設における諸問題〉
　人口に対して，どれぐらいのスポーツ施設が必要であるのかという「標準値」を持たなかった
「スポーツのための計画」（1968）に変わって，「スポーツホールーその新たな手がかり一」（Sports
Halls　a－New　Approach－）（1975）が発表され，新たな，そして大規模なスポーツ施設建設案
が示された。この新たな案の示した最も重要な点は，地方のあか抜けない旧態依然たる施設の改良
及び新設に目を向けたことにある。それまでは，限られた財源の中でスポーツ施設を建設しようと
してきたので，スポーツカウンシルも政府も，「地方」のそれまでは目くぽりがゆきとどかなかっ
たのである。1973／74年のスポーツカウンシルの年次報告の中でも「街かどごと（身近な）のスポ
ーツ施設」79）の必要性について述べている。こうした経過を経て，1975年に発表されたスポーツ施
設建設の「新しい手がかり」を得ることになる。
　さらに1975年にもう一つの新しい案が示された，それは，もはや本来の目的に使われていない古
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い駅舎や，工場などを，スポーツのための施設に転換しようとする計画である8°’。この計画で，バ
ーミンガムの公衆浴場や，旅館に付随していた厩舎や，コベントガーデンの青果市場跡地などに，
スポーツ施設が建設されていった。こうした事業に対して，政府は，若干の財政援助をしたが，イ
ギリス中のスポーツ施設不足を補うものとは到底なり得なかった。
　1981年のスポーツカウンシルの調査では，イングランドのみでも，2，900の室内スポーツホール
が不足していた。これらの事態が，1982年の「地域社会とスポーツー来たるべき10年にむけて一」
を策定させることになる。
　＜10力年計画とスポーツ施設＞
　70年代のスポーツ施設建設計画と80年代のそれとは，根本的な相違を見せることになる。「研究」
プロジェクト等の答申をもとに，将来を展望して，予算の重点傾斜配分を行なうようになり，三つ
の優先順位が確認された。その第一点は，地域のスポーツの中心となり得る，宿泊施設や観衆の席
等を持つfスポーツセンター」の設立。第二には，地方の小さな村々に，室内体育館や小さなスポ
ーツホールを建設する。第三には，芝のグラウンドを改良する81）。スポーツカウンシルはこの三点
を緊急課題として取り組むことになる。その目標とされた三点に与えられた予算は，3134の新設の
各種スポーツホールと，他の建造物からの転換に関する費用は，11億800万ポンドであり，10，005
の新しいボールゲーム用の芝のグラウソドと，その改良に伴う予算に，1億7，000万ポンドを計上
した。しかしこれらの計画を達成するためには，つつましやかな建設計画を立てても，その当時の
予算では足りないと，スポーツカウンシルの10年計画の中で述べている82’。
　さらに下位の優先順位しか与えられなかった水泳場や，ゴルフコースに到っては，その予算配分
については悲劇的であった。こうした背景の中から，どうしても抜本的な「国民スポーツ振興策を
考える必要性に迫られて，「地域社会におけるスポーツー来たるべき10年に向けて一」という
計画を立案したのである。この計画については，二章一節二項にて詳しく記してあるのでここでは
割愛する。
　⑦国民スポーツ政策とスタッフ
　〈上級管理職＞
　1972年に，財源を持つスポーツカウンシルが形成された時，教育科学省も環境省も，上級・中級
といった公務員を沢山雇用していて，彼らにスポーツ予算などの管理をさせていた。しかし彼らは，
スポーツをした経験や，スポーツに関するどのような資格をも，持ち合せていなかった。行政サイ
ドでは，文部省の体育の視学官のみが，専門的知識を持ち合せていたが，放課後などの，身体的レ
クリエーションなどの場面からは遠ざかっていた。これらの中で，唯一，C．C．P，R，のみが，国民
のレクリエーシ・ンなどの領域で働く人々を擁し，男女数多くの，体育・スポーツの資格を持った
人々を揃えていた。元来，このC．C．P．R．の前身である，　C．C．P．T．R．が形成される時，その創
設に携った人，事務局長，議長とすべて体育の教師であったし，国民のレクリエーション政策に責
任を持って対処すべき組織として設立されたのであるから，当然と言えぽ当然である。これらの
C。C。　P．　R．の訓練されたスタッフは，1972年に，スポー－pツカウンシルが改組されたことによって，
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C．C．　P．　R．の事務局長以下全員が，スポーッカウンシルの職員に移行した。これら110名のスタ
ッフのうち88名までが学校の教師をしたか，その資格を保持しているものであった。これらの
C．C．　P．　R．から移った職員が，地域のスポーツカウンシルの秘書などとして配置されたのだが，国
民スポーツ振興策を展開するうえで，この政策を責任をもって遂行出来うるスタッフの数がより一
層必要になり，スタッフ不足の問題は，深刻な問題を抱えることになった。
　1983年現在，スポーツカウンシルの本部職員，地域での職員，国立レクリエーションセンターで
働く職員の数は約550名である。その職員らは，スポーツ施設や人材の管理についてや，技術指導
についての資格を有するものが多くなり，国民スポーツ発展のr核』となってきている83）。スポー
ツカウンシルの本部には，管理部門の部長をはじめ，副部長などを配置し，11の部門のにそれぞれ
を責任老を配し，その管理・運営にあたっている。イングランドにおける九つの地域スポーツカウ
ンシル，ウェールズのスポーツカウンシルのすべてにも，国民スポーツ政策の遂行に責任を持つ
r管理者』を配置している。スコットランドにおいても，イングランド，ウェールズ同様に，スコ
ットランド身体的レクリエーション評議会から「スコットランドスポーツカウンシル」に移籍した
職員の数は，1972年で70名であったが，1983年には，141名に増加し，スポーツ・レクリエーショ
ンの管理運営にあたっている。
　〈地方管理職〉
　国民スポーツのための「政策」を展開するためには，中央（心）組織の政策立案，管理・運営につ
いての，確固たる組織づくりが必要であるが，何よりも増して重要なのは，r地域』の組織の管理
運営である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　「地方教育委員会」は，学校の体育教師，成人教育のためのカレッヂなどに所属している体育の
教師を雇用している。しかし，1972年に，C．　C．　P．　R．から移籍したスタッフだけでは到底不足して
いたので，「地方自治体」の手によって，水泳場，運動公園などを管理運営にあたる「施設管理者」
を雇用することになった84）。ロンドン市においては，戦争によってダメージを受けた300万平方メ
ートルほどの焼野でガレキの山であった「ハックニー・マーシュ」を開発し，そこに110のサッカ
ー場を建設するなどという大事業を，これらの管理職員が手がけていった。さらに他の地方では，
これらのスタッフが，テニスやネットボールや様々なスポーツのトーナメントのプログラムを作成
し，国民をスポーツに誘うという役割を果たし，その実効があがり始めた85）。これらのスタッフ
は，施設の建設，その計画のみならず，これらのスポーツイベントの運営にもあたるようになって
ゆき，国民スポーツの進展のための具体的な効果を形成して，新らしい形での，国民総ぐるみの
“スポーツ”へと向かわしめるようになつていった。
　〈現場の管理者〉
　「スポーツ政策」の行政の中に存在するr管理』スタッフは，C．　C．・P．　R。からの移籍組を手始め
に，新たに雇用された者を含めて，行政上部に配置されて，国民スポーツ進展という，その効力を
高めていったが，実際の「スポーツ現場」で働く人々はどのような形で存在していたのであろう
か？　ヴィクトリア朝時代から建設された，数多くの水泳場などの伝統的な，施設の監督者の仕事
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は「チケット」の発行・管理のみであった。このような単純作業のみで，施設の管理が出来ている
問は良かったのであるが，1960年代以降，「国民スポーツ」の課題が登場してきた後には，これら
現場で働く監督者の仕事の内容は激変し，多種多様なレクリエーションやスポーツの要求に伴って，
多くの仕事が登場した。それ故，より洗練された「現場」での指導・監督にあたる人材が必要とさ
れるようになった。この訓練不足の，資格のない，現場での指導者監督者の問題は，新しい室内体
育館や複合的な体育施設建設の，大きな障害にもなっていた86’。C．　C．　P．　R．によって建設された，
ビスハム・アベイやリレシャルなどのスポーツセンターなどの管理運営も，この点では大きな問題
を残すこととなっていた。1981年現在，イングランドには461のスポーツセンターと964の水泳場
が存在しているが，この点で満足を得られるものは数少ない。国民スポーツを進展するという意味
において，この現場における，有能な管理者・指導者の問題は非常に重要である。存在する施設を，
維持するだけでなく，広く国民をスポーツに誘導することの出来る，国民にスポーツ参加の動機づ
けを行なえるような，指導者・管理者の創造・供給ということが，国民スポーツ政策の命運を左右
するといっても過言ではない。そのことを認識している行政当局は，質の高い，現場での指導者づ
くりのための組織づくりにあたる。一つは，旧来からの「水泳場・公園監督者協会」であり，もう
一つは「レクリエーション指導者協会」であった。1970年当時，100人以下であったこれらの協会
のメンバーは，1981年には1100人に増加した。1983年1月，これらの組織を始めとし，多くの組織
が結集して，スポーツ，レジャーのための管理運営にあたる「現場」の指導者を養成するための教
育機関を形成した。（Institute　of　Leisure　and　Amenity　Management）そして，その趣意書に
は次のように書かれていた。「協会のメンバーや学生たちの（スポーツ，レジャー，レクリエーシ
ョン指導者・管理者としての）教育機会の促進」「（スポーツ，レクリエーション）管理・指導者の
水準の向上を持続的に保証する。」87）
　この機関は，総合大学や工科大学，高等師範学校などに併記され，「指導者の新たな専門教育」
という時代の要請にマッチしたコースが実施された。さらに上級職のための「修士」コースが，
1971年に，体育・スポーツ教育の中心である，ラフ・ミラ大学に設置され，「学位」が与えられるコ
ースが，北ロンドン工科大学（1971）に設置された。そして，ラフバラ大学と北ロンドン工科大学
で単位を取得して各コースを卒業する学生の数は，毎年30名を超えている。その他，例えぽ1981年
には145のコースが組織されているが，このコースの内容と質を管理する中央組織がなく，真に国
民スポーツの発展のために行動するスタッフの必要性に応ずることが出来ないでいる。
　〈教師とコーチ〉
　どのようなスポーツを行なうにしろ，そのスポーツ技術を指導してくれる，教師やコーチが存在
しなければ，初心者の中にスポーツ技術が定着してゆかない。そういう意味から言えぽ，国民スポ
ーツを進展させるという課題の中において「教師」と「コーチ」は重要な役割を果たす。1972年に
「国民スポーツ」進展のキャンペーンが張られた時には，これらのコーチを供給する源は大別して
五つ存在していた。その一つは，A．　A．　A．やF．　A．などの競技団体がそれぞれプロのコーチを雇
用している。このコーチらは，各々の競技の選手の国際的競技力の向上のために働いていて，1983
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年の時点では，その数210人にのぼっていた。しかし，彼らは，この「国民スポーツ」のためには
何ら力を貸すことはなかった。二番目には，プロのコーチが各スポーックラブによって雇用されて
いるという例がある。クリケット，サッカー，ゴルフなどに雇われているプロのコーチは，それぞ
れの種目について，初心者にコーチをする。競技団体のコーチに比べて，国民スポーツに寄与する
役割は多く見うけられる。三番目には，乗馬クラブ，スケートリンクやヨットクラブなどが，各々
のスポーツ施設にコーチを配置し，指導料を初心者から受けとってコーチをする制度である。四番
目は，体育教師と青少年団体のリーダーたちは，スポーツの指導に関して特別に豊富な経験を持っ
ているということである。特に体育教師は，学校のみならず，地域などでその技量を発揮している。
中学高校の教師の中で，Y4位の先生一約10，000人ほどの先生が，スポーツやレクリエーション指導
の特別な資格を保持している。最後に，各競技団体が訓練し，認定したコーチ群が存在する。アマ
チュア水泳連盟は1899年から試験を実施し，その制度を運営しているし，サッカーは1934年から，
その他の競技団体は1945年以降，この制度を実施している。コーチの種類は初級→上級，地域→中
央と多岐にわたっている。これらのコーチは，無償でその技術を提供してくれるのが常である。
　このように，多種多様なコーチ制度が存在する中で，これらのコーチ制度の，有機的・効果的結
合によって，国民スポーツの発展に寄与出来るのである。例えば，ロソドン市においては，1978～
79年の一年間に，17，000週の成人教育のクラスの中に，スポーツ教室を3821設置している88’。これ
らの教室は，合気道から始まってヨガまで，多様なカリキュラムが組まれている。そして，これら
のスポーツ教室を運営するために必要な指導者の養成を，ロンドン市と競技団体が協力して行なっ
ている。通常，地方自治体が，競技団体から派遣された講師のための費用を支払い，その講習に参
加する人々は無料で受講出来ることになっている。ロンドン市教育委員会は，こうした指導者養成
のための講座を，1972／73の一年間で，1000も作っている。このことは，「国民スポーツ」の進展の
ための’F貯水池」を作っているようなものである。
　〈レクリエーション指導老の訓練〉
　レクリエーション指導者の訓練は，第二次世界大戦直後から，C，　C．　P．　R．の指導で地道に行なわ
れてきたが，1972年の「国民スポーツ」進行キャンペーンの運動開始以降，その数は不足しつづけ
ていた。1975年の「スポーツとレクリエーション」と題した白書の中で，政府は，レクリエーショ
ソ指導者を改良することを決定し，それに政府が積極的に携わることを表明した89’。そのために，
独立した委員会が，アン・イエイト女史（Mrs．　Anne　Yate）の指導の下に形成された。そして，
1984年にその報告書が発行された。その報告書によれば，レクリエーション指導者養成について規
則とか，指導者の質の平準化といったことが欠落していて，スポーツやレクリエーション指導者の
指導技術が，低い状況にあるとしている9°’。この結論はその前年1984年に出されたトーキルドセン
の比較調査とほぼ同様であった。さらにイエイト委員会の報告では，48，940人の雇用されたレクリ
エーション指導者がおり，760，000人のボランタリーな部門で働いているレク指導者がいるとされ
ている。しかし，40年～20年の経験をもつ老練なレク指導者が，各部局で必要とされ，その数は，
公共的部門に200人，商業施設や私企業に450人，ボランタリーな部局に1000人以上である。このよ
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うに圧倒的に不足している。最後に，今後とも熟練な指導者はさらにその需要が増加すると指摘し
て，レクリエーシ。ンの指導老を養成する確固たる，独立した教育機関の設立が急がれねぽならな
いと結んでいる。
　⑧国民スポーツの発展と国民のスポーツ参加
　1972年，新しい国民総スポーツのキャンペーンが展開された時，英国における国民のスポーツ参
加の実態は，ヨーロッパ諸国のそれとほとんど変わりがなかった。つまり，男性の方が女性よりス
ポーツ参加の頻度が高く，老年老より若年のほうがスポーツ参加が活発であり，単純労働者より専
門職，低学歴者より高学歴者，自動車などの自立した交通手段を持たない者より車の保有者のほう
が，スポーツ参加の頻度が多いという傾向である。
　しかし，スポーツカウンシルは，1970年に発表した「スポーツ施設の供給」の中で，施設の供給
のアウトラインを示し，C．C．P．R．がかねてより繰り拡げてきた「（スポーツ参加の）機会を国民
に等しく与える」というキャンペーンの具体化を計ろうとした。事実，このスポーツ施設建設計画
は，国民のスポーツ参加を促進し，多様なスポーツ参加への道を模索した。1973年になって，田園
地帯におけるレクリエーシ。ン研究助言グループは，レジャーにおける様々な問題について調査を
し，それは国勢調査などと共に，興味深い結果をもたらした。そのレジャーにおける調査は，1977
年と1980年にも続行され，表4，表5の中に集計されている。1973年は「国民総スポーツ」のキャ
ソペーンが開始された翌年であるし，1977年，1980年は，それらの政策がどのように定着したの
か？　何か問題が存在するのか？　を指し示す重要な指標を提供する。さらにこの継続した調査と
は違った，種々のスポーツ種目へのスポーツ参加の頻度とその状況についての調査は，国勢調査の
中で，A・J・ヴィール（A．　J．　Veal）が行なっている（表6，表7）。
　表4，5に集約されたこれらの調査は，スポーツ参加に関する，社会経済的背景，及び地理学的
要因について，数多くの示唆を与えてくれる。国民スポーツの発展を期して展開された。1972年以
降のキャンペーンと運動にもかかわらず，ヨーロッパにおける，種々の矛盾と同傾向の諸問題は，
少しも改善されていないことが判明した。それのみならず，英国が抱えている失業問題が，スポー
ツ参加に大きな陰を投げかけていることも判明した。この調査は，政府，スポーツカウンシルとい
った，スポーツ政策の分野に携わる人々に大きな衝撃を与え，来たるべき10年に向けての国民スポ
ーツ政策を考える重要な素材を与えることになった。rr国民総スポーツ』運動は未だ達成されず！」
というセンセーショナルな書き出しで始まる，「地域社会におけるスポーツー来たるべき10年に
向けて一」（1982）が発表されたのも，この調査の衝撃がその原因の一つとなっている。どのよう
に「国民スポーツ」を発展させるのかという方法は，厳しく困難な道であるということを，これら
の調査は如実に示している。
　〈スポーツ参加の具体的傾向〉
　表4，5，6，7等の調査は，国民のスポーッ参加の実像を浮き彫りにしてくれる。特に表6，7に
表われた，国民のスポーツ種目の選好度は興味深いものを与えてくれる。「散歩」は今日でも，最
も好まれ，実際に行なわれているスポーツであり，それに続くものとしては，水泳，魚つり，サッ
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第6表OUTDOOR　SPORTS　AND　PHYSICAL　ACTIVITIES
ACTIVITY
Wqlking
Swimming　in　sea
Swimming　in　o／d
　poolsGolf
Fishing
Soccer
Tennis
Camping／caravan’9
Cycling
Bowls
Cricket
Running　etc．
Sa三1ing
Rugby
Climbing／pothol’9
Field　Studies
Field　Sports
Rowing／canoeing
Snow　Sports
Hockey
Motor　Sports
Air　Sports
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カー，ゴルフ，テニス，ダーツ，スヌーカー（ビリヤード）の順で好まれ，実行されている。ダー
ツとスヌーカーはテレビの影響もあり，それの愛好者は増加しているが，その傾向は英国の伝統で
ある冬期の野外のスポーツ（サッカー，ラグビーなど）から青少年を遠ざけてゆくことになる。冬
期の活発な身体活動であり，深く教育的ルーツを持つ，これらのラグビーやサッカーからの，青少
年の退行，室内でダーツやスヌーカーに興じる青少年の増加という現象は，英国のスポーツ行政に
かかわる者のみならず，教育，特に体育・スポーツ関係者らが深刻に受けとめなけれぽならない事
態である。それらと同様な問題は，スケートボーディソグ，ウインドサーフィンなどの愛好者の増
加という傾向の中にも見うけられる。さらに女牲のスポーツ参加の傾向も，エアロヴィクスダンス
などに見うけられるように，「流行」に敏感な傾向が見てとれる。こうした諸問題を整理し，新た
な「10力年計画」を設定したスポーツカウンシルは，国民総スポーツ運動の，新たな「原動力」を
捜し出そうとするのである。その運動には，より一層の科学的分析と，今までの運動の再評価が必
要となる。
（2）英国の国民スポーツ政策の総括と展望
　①「国民スポーツ」政策・運動における目的・目標の変遷
　国民スポーツを促進する運動は，Sport　for　All　Movementと呼ぽれ，政府一スポーツカウン
シルー地方自治体一地方教育委員会を主軸とし，さらに非政府機構の支援を得て，英国全体の運動
として展開された。これらの国民スポーツのための運動は，様々な方法・手段を用いて国民に周知
到底するよう繰り拡げられた。スポーツ大臣の声明，政府の白書，通達や法的文書，スポーツカウ
ンシルの年次報告書，キャンペーン用の文書，新聞発表など種々の手段が用いられ，国民を啓蒙し，
実際にスポーツ活動へと向かわしめようとする。こうした動きの中で，国民総スポーツに関する目
的・目標をどのように設定し，その運動の中で変化をしていったのかを概括してみることは，「国
民スポーツ」政策の中心や力点の変化を知り，さらに未来に向けてのあるべき姿を導き出すうえで
欠くべからざることであろうと考えられる。
　＜国民スポーツの主要な目的について＞
1．　スポーツ参加の増加とスポーツ行動の質的向上について
　1965一スポーツ参加の機会均等
　　　　　スポーッ知識の増加
　1971一住居，健康，教育と同様な社会サービスとしてのスポーツ
2．　スポーツの社会における有効性に関して
　1965一道徳水準の維持
　1965一多様な階級に対する貢献
　1965一社会福祉
　1971一社会概念としてのスポーツの促進
　1977一社会の結合
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3．　スポーツの心理的有効性に関して
　1971一社会広範なレジャーにおける楽しみとしてのスポーツ
　1971一スポーツ参加と，参加に関する動機づけの，選好度の社会的風潮の変化
　1974一パーソナリティの高揚
4．　スポーツの生理的有効性に関して
　1977一フィットネスと健康
5．生活の質の向上一1974
　〈国民スポーツにおける主要な目標について＞
1．　スポーツ非参加者の“ターゲットグループ”の策定と，スポーツ参加の促進について
　1972一ター・eゲットグループの設定によってスポーツ非参加者を識別する。
　1960一ギャップ（学校卒業生のスポーツ）からの離脱
　1974一学校卒業生のスポーツ参加
　1972一観衆（スポーツ参加予備軍としての）
　1972一スポーツからの“ドロップ・アウト”
　1974一障害者のスポーツ
　　　　　低収入家族のスポーツ
　1974－50歳過ぎの退職者のスポーツ
　1974一母と子のスポーツ
　1974一失業青年のスポーツ
2．　スポーツ施設の使用と供給について
　1971一自然資源を最高に活用する
　1971一スポーツ施設の供給
　1972一スポーツ施設のより一層の使用
　1972一現存しているスポーツ施設のより集中的使用
　1972一現代科学技術を駆使したスポーツ施設
3．　スポーツの社会的有効性について
　1974一都市のフラストレーションと倦怠からの解放
　1965一非行と蛮行の緩和
　1974一スポーツを必要とする“特別地域”の設定
　1974一民族的ギャップの橋わたしとしてのスポーツ
　1982一社会不安との闘い
4．　国民スポーツへの援助
　1971一補助基金と貸付金の設定
　1971一助言
　1972一スポーツ競技団体の（コーチ，指導者等の）雇用の促進
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　1974一心臓病の緩和
以上のように，年を経るごとに，その「運動」の経験と反省の中から℃port　for　All”の目的・
目標の力点の中心点は変化するのである。がしかし，国民にスポーツを提供しなければならないと
する「確信」は不動のものである。
　②「国民スポーツ」政策の今後の課題
　くスポーツ参加の問題について＞
　1964年，助言的組織としてのctSport　Council”の設立を決定して以来，国民のスポーツ参加の
課題は，この国民スポーツ（Sport　for　All）にとって中心的課題の一つである。1965年から今日
までの国民スポーツ政策の展開によって，スポーツ参加者の総数は確実に増加している。しかし，
様々な調査によっても明らかなように，性差，年齢差，教育程度，民族別，夫婦間，社会経済的差
異による，スポーツ参加の頻度などの差異は，1965年以来，根本的には変動していない。この差異
を是正，縮小することは，今後の国民スポーツ政策の重要な課題である。
　他方，スポーツ参加の量的拡大が質的向上に転位するであろうと考えられた，「スポーツ」の質
的向上の問題は，着実に成果を上げてきている。1965年以来，熱心に作り出された室内体育館，水
泳場，スケートリンクなどを使用した，競技スポーツ選手の活躍は，近年，目を見張るものがある，
1984年の冬期五輪のアイスダンスで優勝した，ジェーン・トービル（Jayne　Torvil1）とクリスト
ファー・ディーン（Christopher　Dean）のカップルは，これらのアイススケートリンクの産んだ
選手であり，1988年のソウル五輪の100m平泳ぎで優勝したアドリアン・ムーア・・ウス（Adrian，
Moorhouse）は，国民スポーツ政策によって大量に作られた水泳場の申し子でもある。このスポ
ーツマンの量的拡大が，スポーツ文化の質的向上に繋がるという政策は，東ドイツの現状を見ても
明白である。安価で入場出来て，手近な所に存在する，プールやスケート場の更なる建設こそが，
スポーツパフォーマンスの質的向上と密接に関連しているという確信は，今後の政策にも受け継が
れるであろう。
　＜社会政策としてのスポーツ＞
　1976年のヨー一・Pッパスポーツフォーオール憲章（European　Charter　on　Sport　for　All）や，
UNESCOの体育スポーツ国際憲章（lnternational　Charter　of　Physical　Education　and　Sport）
においても，スポーツはすべての人間の「権利」であると宣言している。そしてそれらの憲章は，
それを実現させるための，「政府」「地方自治体」の責任についても記している。それは，住居にっ
いて，健康について，教育についてと同様である。住居・健康・教育については法的に立法化され，
国民は実定法上の担保を保持している。がしかし，スポーツについてのその事態は全く異なってい
るのが現状である。（スコットランドと北アイルランドを含む）予算措置なども非基幹部門に入れ
られ，経済の動向で左右されてきた。教育や健康についての，それとは全く状況が異なっている。
スポーツを，本当に人間の権利と認知するならぽ，今後は，教育・健康などのように，予算も基幹
部門に繰り入れて，着実に増加する予算措置を，受けられるようにしなけれぽならない。
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　〈スポーツの社会的効果について〉
　スポーツとモラルについては，英国では古くから良き伝統を保持しつづけ，スポーツが自由時間
を用いて行なう「文化」としての意義を明確にしていた。しかし，マスコミ，TVなどの影響で，
競技スポーツの分野に過度な勝利至上主義が浸透してきて，「国民スポーツ」の分野にも大きな影
響を与えていて，社会問題にもなりつつある。本来，スポーツは，時間と空間をr共有』する文化
であるが故に，それらを共有する他者と自己の関係についてや，プレイヤー同士の共同規範につい
ては，謙虚に，しかも頑固に考えるという風習が，英国には存在した。スポーツの世界における
rFair　Play」は，それを支える最低限の価値基準一道徳であるとされている。こうした英国スポ
ーツのもつ「文化遺産」を，喰いつぶす過度な勝利至上主義の問題は，深刻である。より多くの人
々を参加させようとする，「国民スポーツ」（Sport　for　All）の運動が広まれぽ広まるほど，正式
な審判などなくして「ゲーム」を楽しむという機会が増大する。こうした事態の中で，スポーツ参
加者相互が，より豊かで楽しい時間を過ごすことが出来るよう，お互いが気を使いあうという「エ
チヶット」が必要となる。このことを抜きにしては，スポーツが自由時間を費消するのにふさわし
い「文化」として存在しなくなる。　，
　スポーツの社会的効果のもう．一つの側面として「r社会福祉』としてのスポーツ」がある。この
課題は，1930年代からの古い課題であると同時に，ユネスコの体育・スポーツ国際憲章にも示され
ている今日的課題でもある。1930年当時，「労働力の保全」という視点から繰り広げられた身体的
レクリエーション政策に端を発している，この「社会福祉」としてのスポーツという考え方は，今
日では大きく変化している。人間の労働力の摩滅を防ぐためのスポーツ・レクリエーションという
認識から，ユネスコの体育スポーツ国際憲章などに見られるr人間の権利』としてのスポーツ・レ
クリエーションという認識に変化している。こうした人権意識に対応する，「r社会福祉』としての
スポーツとは何か？」を構築する必要性が今日的課題として存在する。
　〈スポーツの心理的効果〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　自由時間の増加という社会現象は，今日の社会では，ますます顕著に見うけられる傾向である。
ましてや，年金制度の充実などによって，定年退職の早まっている英国においては，この定年退職
者にとっては，365日の自由時間を如何に費消するのかは，重大な問題である。こうした社会の動
向に対応する形で，「自由時間」の費消・編成の問題が，重要な課題としてクローズアップされて
いる。自由時間の編成における選択肢の多寡は，その人の生活の質を反映すると言われている。英
国における自由時間をめぐる「文化」政策は，さまざまに展開されているが，特に「スポーツ」に
関わる政策が重視されている。1965年スポーツカウンシル設立以来，連綿として行なわれている
「スポーツ行政」の効果の中で，英国人の自由時間の費消方法として，野外におけるレジャー（ス
ポーツを含む）が急速に伸びており，室内におけるTV見物などを凌駕している。1961年～1975
年の調査では，英国の自由時間における活動は，より活発なレジャーに転換していると報告してい
る91）。こうした活発な身体活動がもたらす精神的解放・解禁の効果は，高度に発達したストレスの
大きい社会においては，非常に重要である。国民スポーツの進展は，この心理的諸現象においても，
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より重要な課題である。
　〈スポーッ参加の動機づけ〉
　国民スポーツを促進させるための要件として，豊富な施設，経験のある指導者などの条件の他に，
国民自身をスポーツ参加に向かわしめる「動機づけ」がより重要である。歴史的にみても，労働力
再生産のためとか，兵役準備のため，という外的強制とも言える状況の中での，スポーツ・レクリ
エーションは，決して国民スポーツの本流とはなり得なかった。さらに1960年以降の，「国民総ス
ポーツ」の運動の中でも確認されたのであるが，自由時間の編成の中に「スポーツ」「レクリエー
ション」を定着させるということは，決して，国民にスポーツを強制するものではないという事，
このことは，国民総スポーツ運動にとって重要なことである。肝要なことは，政府・自治体・その
他の団体によって，スポーツが，いつでも，どこでも出来うる条件を整備しておいて，国民自らの
意志で，スポーツ参加に向かわしめることである。国民にスポーツ参加の動機を与え，スポーツへ
と誘導する，このことが，国民スポーツの進展にとって大きなキーポイントになってくる。
　英国における，スポーツ参加の動機づけについては，種々のスローガン，キャンペーン，出版，
講演などを通して，国民にスポ1ツの意義と役割を周知徹底しようとしてきたことは，前述の通り
である。しかし，1977年～1981年における各種調査の中では，国民のスポーツ参加が，決して充分
ではないことが判明した。そして「来たるべき10年に向けて」というスポーツカウンシルの運動の
中では，この「動機づけ」の問題をより一層，重視するのである。その第一一のターゲットは「マス
コミ」である。マスコミの「国民スポーツ」に関する報道姿勢は，その量と質において決して良好
でなく，それ故国民の「国民スポーツ」への感心は強くならなかった。マスコミによる，国民スポ
ーツ振興にかかわる諸情報の提供は，今後の重要な課題として残存している。　　　　　　．
　また，スポーツ参加への動機として，スポーツに係わった際の，経験・想いで一楽しかったのか
楽しくなかったのか一は非常に重要な要素となってくる。ヨーロッパ・スポーツ・フォー・オール
（Europe　Sport　for　All）憲章では，スポーツの概念を，競技スポーツのみならず，ダンスや芸術
創作活動，非競技的身体運動までをも含めている。このことは，厳しく勝敗を競うスポーツを経験
することにより，このような競技スポーツを忌避する人々を，スポーツの世界から遠ざけずに包括
するために，「スポーツ」概念を拡大し，広範な身体活動に誘おうとすることでもある。そして，
スポーッカウンシルは，広く国民スポーツ活動に参加せしめる方法として，非競技的身体活動（散
歩，ダンス，joggingなど）を，国民に推奨するのである。そして，これらのスポーツ参加の態度
形成に，深く関係する，マスメディア，学校教育などにも協力を依頼するのである。
　さらに，国民にとって，スポーツ参加の大きな動機になることは，自己の身体に対する慈愛の情
である。この感情を助長することによっても，国民のスポーツ参加への道を切り開こうとする。こ
のように「国民」のスポーツ参加への動機づけは，多種多様に存在するこ、とを認識し，それに対応
する策を施してゆく。しかし，これらの方策も，充分な機能を果たしているとは言い難く，今後の
「研究」が待たれている。
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　〈人格の高揚と国民スポーツ〉
　どのような人間の行為も，その人の人格に影響を与えるが，特に，スポーツはその機能が大であ
る。「グラウンドにおける，その人の行為は，その人間のr人格』を反映する。」と言われるように，
スポーツ場面における行為は，重要な意味を持つ。しかし，一方では，1984年の調査では，スポー
ツによる人格形成といった厳密な考え方ではなく，スポーツの楽しさは“遊び”にあると考える人
も多くなってきた。この“遊び”による自己解放，自己実現という機能こそ，人間の性格形成・高
揚にとって，より重要であると，スポーッカウンシルは認識し，その機能を円滑に促進させるため，
様々な配慮をする。例えば，競技的スポーツより，非競技的スポーツの推奨，競技的スポーツにお
いては，「勝敗」よりも「克己」に，その中心課題を置くというように。こうした思考過程を抜き
にして，ただ単に，スポーツの拡大定着をしても，社会的意味がないということを，国民スポーツ
政策を推進する当事者達は一当事者のみならず「国民」自身も一熟知しているのである。
　＜国民スポーツと健康・フィットネス＞
　1977年，スポーツカウンシルと厚生省の依頼によって，フェンテム教授（Prof．　P．　H．　Fentem）
とバッセイ博士（Dr．　E．　J．　Bassey）は，「身体運動の実例」（Case　of　Exercise）を発表した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀この報告書は，日常の身体運動が，人間に対して，身体的にも精神的にも素晴らしい効果を持たら
すこと，とくに老人の慢性的健康疾患に対して，その効果が著しいことを強調し，この国民総スポ
ーツ運動の意義を，生理学的根拠をもって論述した。こうしたことによって，身体運動から遠ざか
っていた人々を，スポーツ活動に呼び戻すことが出来るようになった。しかし，こういった生理学
的根拠を主張することによって，国民にスポーツ参加の意義を説くということにも，限度はあった。
各個人の「至適運動量」とか，それらの人々に必要な「身体運動の種類」とかを，正確に提起する
ことは困難であったからである。各個人の実状に見あった「身体運動」のメニューを作成し，提示
することはrSport　for　All」をrlnjury　for　A11」にしないためにも，欠くことの出来ない作業
である。このスポーツと，健康・フィットネスという課題にとって，この生理学的知見に基づいた，
各個人の至適運動量及び種目の設定という作業は，こうした「国民総スポーツ運動」にとって「生
命線」とも言える課題である。
　〈国民スポーツの真の実現にむけて一残された課題一＞
　1935年以来の連綿とした，不断の「国民スポーツ政策」にもかかわらず，1982年，スポーツカウ
ンシルは「rSport　for　All』は未だ達成せず！」と宣言をせずにはいられなかった。その後「十力
年計画」を策定し，さらに真の国民スポーツの実現を目指して，様々な運動が展開され，中心的課
題は前述された通りであるが，残された細かい「国民スポーツ」政策の目標には次のような諸課題
が依然として存在する。
〔1〕　スポーツ非参加の，ターゲットグループの作成一非参加者の抽出，学校卒業者，青年層へ
　　の働きかけ
1．　スポーツ観衆をスポーツ実践老へ
2．“ドロップアウト”した人々をスポーツの世界へ
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〔3〕
??
??
??
　ツを一
4．　スポーツによって異民族間の問題の融和
〔4〕　スポーツと財政
1．　私企業（スポーツ関係の）との協力と商業資本からの投資
2．　「草の根」のスポーツにスポンサーからの金を
〔5〕政府・ボランタリーグループの更なる「国民スポー・ツ」運動の展開
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3．障害者スポーツの更なる徹底
4．低所得老層の，スポーツ参加の可能性の創造
5．　50歳以上，停年退職者の人々のスポーツ参加
6．　母と子供のスポーツへの同時参加
7．失業青年にスポーツを　一労働力の維持一
〔2〕　スポーツ施設の供給と，施設の至適利用
1．　自然資源の最大限の利用
2．　スポーツ施設の更なる建設
3．　学校体育施設の利用
4．　スポーツ施設の集中的使用
5．　スポーツ施設の建築設計に，現代科学の力を
　　　スポーツと社会をめぐる課題
　　都布のフラストレーションと，倦怠からの解放
　　非行とパソダリズムの緩和
　　スポーツが特に必要とされている地域へのスポーツの普及一社会的不満の多い地域にスポー
?????
　これらの諸課題が，
ということが出来よう。
援助金と貸与金の増額
スポーツ情報の提供
スポーツ競技団体の職員・コーチ・指導者などの採用
「心臓病」の減少にむけてスポーツを
「研究」活動の促進
　　　　　　　　もれなく達成された時にこそ，「国民スポーツ」が真に英国社会に定着した
?
語
　近代スポーツは，ふんだんな自由時間と，巨万の富を手にした，英国上流階級の私的な「遊び」
（Pastime）として発生した。この私的な遊び＝スポーツが，個人的な趣味・選好による行為であ
る故に，それらのスポーツに係る「時間」「場所」「施設」については，それに関与するものが相応
の負担をするという「受益者負担」という考え方は，至極当然のことであった。しかし，時代の経
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過の中で，とくに近代産業革命がもたらした「人間」への被害が増加したことに起因して，人間の
「身体の健康」という問題は，看過出来ない社会問題となっていった。何故なら，「資本家」及び
為政老にとっては，労働力の再生産・保全は，社会の重要事であり，資本主i義社会に不可欠の要件
であるからである。この人間の，身体の健康を守ること，すなわち労働力の摩滅を防ぎ，労働力を
再生産するために，何らかの措置が必要となってきた。「社会政策」がここに発生するのである。
この「社会政策」においては，労働者の身体は，ただ単に「私的」な問題としてではなく，社会総
体の問題とし認識されて始める。社会発展＝生産性の向上の問題にとって，労働者の健康の問題は，
不可欠の問題であるという認識である。さらに，労働組合運動，チャーチスト運動，フェビアン社
会主義者達の運動などの影響によって，健康の問題は，個人の生存にかかわる人権の問題であると
意識する人々達が多く存在した。これら両方の側から，立場と思考方法は根本的に違うのではある
が，人間の身体・健康に関心を持つに到った。1935年のC．C．　R．　P．　T．の創設，1937年のP．　T．　R．
Actの制定などの根底には，そうした両者の妥協が存在をしていた。ただ旧来のような，レクリエ
ーションやスポーツが，私的な個人的な楽しみであるから，その益をうける者が，その経費を負担
しなければならないという考え方からは，一歩前進した。住居や教育や医療などと同様に，社会の
秩序の維持，社会的生産の維持のために，必要な政策＝社会福祉政策の一環として，スポーツ・レ
クリエーションが考えられるようになってきたのである。しかし，その後のスポーツ・レクリエー
ションに対する政策は，「兵役準備」のためのフィットネス運動に見られるが如く，個人の尊重と
いう立場からではなく，社会的要求として「上」からの政策として，国民へのスポーツ政策が展開
された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　T
　しかし，他方では，世界にさきがけて産業革命を達成した英国では，社会的富の蓄積が豊富であ
り，それらを「社会資本」として投下し，道路整備，緑地の確保，自然環境の保全などが活発に行
なわれた。と同時に，人間の文化生活に必要な，音楽ホール，美術館，博物館などの建設も活発に
行なわれ，さらにスポーツ・レクリエーションに関する，競技場・グラウンドなど野外の身体運動
のための施設を，建設していった。こうした「環境」の整備は，国民の自発的なスポーツ活動参加
を，呼びおこす外因になっていった。第二次大戦後，生活が安定する中で，獲得した自由時間を，
如何に費消するかということを思案する時に，恵まれた自然環境や，スポーツ教育の伝統の影響の
中から，その自由時間を用いて，スポーツやレクリエーション活動を欲する（企画する）人々が多
くなってきた。いわぽ「文化」活動の一つとしてスポーツを位置づける人々が存在するようになっ
たのである。これは，近代スポーツが発生し始めた時に，そのスポーツ活動に携わった人々とは，
階層も違えば，量的にも問題にならない程，多くの国民の人々の中に，スポーツが定着し始めたの
であった。こうした事態に対応して「ウォルフェンデンレポート」が提出されたのである。単に労
働力の維持・再生産という認識ではなく，広く人間の「文化」の一部として，「スポーツ」「レクリ
エーション」が，位置づけられたのである。故に，国家の責任として「スポーツ」を振興させてゆ
かねばならないという認識が，為政者の側にも，国民の側にも芽生えて来たのである。この思潮は，
英国のみならず，西独の「ゴールデンプラン」などにも散見出来るものである。
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　このように，「スポーツ」と「社会」の関係は，変化・発展してくるのであるが，英国にとって，
最も大きな契機となるのは何といっても，ウォルフェンデンレポートの思想のエッセンスでもあっ
た「スポーツカウンシル」の設立である。スポーツを，ただ単に，個人の問題に帰さないで，常に
社会との係わりの中で考え，この複雑で，さまざまな疎外状況の存在する・「社会」の中における，
「スポーツ」の，意義と役割を深く探り出し，「政策」として展開してゆこうとする，「スポーツカ
ウンシル」は，まさに「現代スポーツ」＝「すべての国民のためのスポーツ」を提案するにふさわ
しい組織であった。
　しかし，その政策展開は，決して容易ではなく，平板な道でなかった。スポーツカウンシルは，
1971年に財政的裏づけを持った組織に変化し，ヨーロッパ・スポーツ・フォー・オール憲章などに
影響されて，国民総スポーツの思潮を具現化するための「国民スポーツ」（Sport　for　All）のキャ
ンペーンなどを展開するが，ウォルフェンデンレポートなどで指摘されたくThe　Gap”などの課
題を，解決することが出来なかった。その問題の根底に，圧倒的な「施設」不足が存在することを
認識したスポーツカウンシルは，予算の獲得・施設の建設に，勤むのである。そうした真摯な姿勢
の中で，他方，政策の科学的裏づけを見い出すために「研究」体制を強化していった。現代社会の
病巣と「スポーツ」の関係について，研究をすすめ，「現代社会」と「スポーツ」の基本的関係を，
明らかにしてゆくのである。労働の生産性の飛躍的向上に伴い，生態系が変化したとまで言われる
ような事態一運動不足による諸疾患一の出現（成人病）に対応する「スポーツ」の役割とか，都市
の倦怠とフラストレーションに対応する「スポーツ」の役割などの研究を持続していった。こうし
た作業の中で，スポーッカウンシルを中心とする，国民スポーツ政策を展開する，・政府一自治体な
どは，「スポーツ」を「人間」の欲求（want）ではなく，社会に必要不可欠なもの（need）として
考えねばならないことに気がつき始めた。ここに到って，近代スポーツの持つ，「私的」な遊びと
いう概念ではなく，現代スポーツの概念とも言うべき，国民すべてのために必要不可欠な「スポー
ツ」という概念が構築される。もとより，スポーツは「健康」と密接な関係を持つので，この現代
スポーツで言う「スポーツ」は，従来のゲームスポーツのみならず，健康のための軽度の身体運動
である散歩，魚つり，非競技的身体活動joggingダンスなどを含めた広義での「スポーツ」とい
う概念を用いている。このneedという考え方には，単に健康という課題ぽか』りではなく，「文化」
としての「スポーツ」を享受する権利を認知したうえで｛tNeed”という概念を形成しているのであ
る。1978年にユネスコによって発布された「体育・スポーツ国際憲章」は，英国のこうした一連の
「国民スポーツ政策」の理念と方策を明文化したといっても過言ではあるまい。現代の高度に発達
した社会において「スポーツ」が果たす，意義と役割は多岐に亘るが，何よりも「国民」すべてに
とって不可欠であるという主張の根源には，「Fit　for　Life」とrSport　for　Fun」92’の二つの要
素が存在する。
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